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佐賀市議会議長 福 井 章 司 様 

 

                      議会運営等改革検討会     

                      会長 江 頭 弘 美 

 

 

議会運営等に関する検討結果について（最終答申） 

 

平成２５年１２月１３日付けで議長から諮問のあった議会基本条例に基づく

議会運営等に関する検討について、一定の結論に達したので、当検討会の最終

答申として別添のとおり提出します。 

なお、議長におかれましては、この答申を尊重いただき速やかに適切な措置

をとられるようお願いします。 
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  議会運営等改革検討会では、平成２５年１２月１３日付で議長から諮問を

受けた「議会基本条例に基づく議会運営等に関する検討」について、約２年

間にわたる２２回の議論、４市における先進地調査を実施してきたところで

あるが、このたび一定の結論に達したので、次のとおり答申する。 

  なお、答申中、第１次中間答申書及び第２次中間答申書において既に答申

済みの事項については、その旨を記載している。 

  また、答申に至る議論の経過等については、１５ページ以降の参考資料を

参照されたい。 

 

 

 

 

１ 各種会議の位置付け 

 

   第１次中間答申書により答申済み 

 

２ 議会のあり方検討委員会で協議済みの項目 

 

   第１次中間答申書により答申済み 

 

３ 議会のＩＣＴ化（情報の共有化・文書のペーパーレス化） 

 

   第１次中間答申書により答申済み 

 

４ 本会議の運営・定例会の会期 

  「通年議会」、「通年会期」については、閉会中の委員会活動が可能な現

状において、執行部の専決処分がなくなる、本会議の招集を議会ができるこ

と以外に明確なメリットが見出せないため、導入の必要はない。 

 

５ 議案質疑 

 

   第２次中間答申書により答申済み 

 

検討結果（答 申） 

 

はじめに 
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６ 一般質問・代表質問制 

（１）一般質問のあり方 

 一般質問において、議員・執行部の双方が原稿を見ながら質問・答弁をす

る姿がシナリオに沿ったものであるとの市民の批判が一部にあるが、一般質

問は通告制をとっており、執行部側が数値の誤りや考え方が間違った伝わり

方をしないよう原稿を用意することは、ある意味、当然のことである。シナ

リオのように読むことが問題であり、議員・執行部の双方がそうならないよ

うに努力する必要がある。 

また、質問して答弁を受けるだけで終わりではなく、市民にわかりやすい

質問を心がけ、その中から執行部に対し必要な指摘や提案を行っていくこと

が望ましい。 

（２）質問時間 

 執行部の答弁を含めた６０分という持ち時間に対し、議員の発言時間を明

確に確保したほうがよいのではないかとの意見もあるが、一般質問の本会議

進行の時間が総枠６０分であれば、市民に案内しやすい。 

また、特に大きな問題もなく、その機会も年間４回（定例会）ある。よっ

て、現状のままとする。 

（３）代表質問制 

 既に導入している先進都市では、一般質問との区別が不明確であるとの問

題点も指摘されており、仮に一般質問の登壇者が多い当市議会で導入した場

合、この傾向はより顕著となると予想される。よって、代表質問制導入のメ

リットが見出せず、また、一般質問と役割分担も難しいため、現状では導入

の必要はない。 

 

７ 反問権（質問権） 

  既に議会運営委員会で協議し、執行部を含め申し合わせを行ったところで

あり、議会運営委員会で決定した「質問権の運用方法」どおりとする。 

 

８ 委員会の運営（委員研究会の位置付けを含む） 

（１）委員会の活動 

 当市議会では、改選期ごとに閉会中の委員会活動を担保するために、閉会

中の所管事務調査を議決している。これは、委員会活動の活性化はもとより、

市政の課題や執行部の動きに迅速かつ柔軟な委員会としての活動を目的とし

た手続きである。委員会活動の活性化の一環として、活動のテーマや活動計

画を定めた委員会運営を行っている議会もあるが、委員会の所管事項は多岐
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にわたり、そのどれもがいつでも市政の重要案件となる得るため、テーマを

決めることがデメリットとなる恐れもある。 

このため、当市議会においては、当面、各委員会の自主性・主体を尊重す

る意味から、他市議会の委員会運営を参考としながら、現状の委員会活動の

より一層の充実を図るべきである。 

（２）委員研究会の位置づけ 

  委員研究会も実態としては委員会の活動であることに変わりはないが、法

定の会議である委員会の活動とするには、執行部の持ち込み案件の説明を目

的とした研究会の開催等、法定化の前提となる活動の主体性、計画性及び拘

束性等の面で疑問が残る。一方で、法定の会議でないことにより、柔軟で自

由度のある活動ができているという事実もある。しかしながら、委員研究会

と委員会の違いについては、議員個々に認識が異なっていることは否定でき

ない。 

これらの状況から、委員研究会については、その位置づけ（定義）を「任

意の会議（法定外会議）とし、原則、執行部の依頼により開催する委員会

（執行部の持ち込み案件の説明及び質疑）等、委員会としての受動的な活動

を委員研究会とする。ただし、委員会の決定により、委員会としての主体的

活動であっても委員研究会とすることができる。」とすべきである。 

（３）委員間の自由討議 

  委員間の自由討議は、委員長からの問いかけ以外にも、委員からの要求等

により実施することもあり得る。また、執行部がいるいないにかかわらず、

委員会の活動の中で必要に応じて実施されるべきものであり、プログラム化

には馴染まないと思われる。 

ただし、これを活用することで委員会の審議や活動の充実につながるもの

と思われるため、これを踏まえ各委員会の運営を行うべきである。 

 

９ 合同審査会 

  必要に応じ活用する。 

 

10 議員間の自由討議 

  必要に応じ活用する。（委員間の自由討議は「委員会の運営」に掲載） 
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11 執行部の監視・評価、事務事業評価 

  事務事業評価については、平成２３年度から平成２５年度までの３年間、

決算審査の充実を主な目的に実施し、その検証を踏まえ、平成２６年度から

「各常任委員会で決算議案に対する附帯決議を行い、これを議決し、執行部

に回答を求める。」という新たな試みを実施したところである。今後も執行

部の監視・評価という議会本来の機能を充実するため、現在の監視・評価の

やり方を継続的に改善していくことが望ましい。 

 

12 個別外部監査制度の活用 

  執行部が導入した場合の問題であるが、議会が活用できる制度という意味

で、その導入状況や活用するメリットやデメリット等の情報を収集し、議会

内で共有することが望ましい。 

 

13 政策立案・提言、議員提案条例 

  条例の提案権は、基本的には執行部に帰属し、執行権を侵さない範囲（予

算を伴わないもの等）において議員に認められている。このため、議員の提

案条例については、その範囲の制限から理念条例となることが多い。 

一方、政策提言については、これを受け入れ、実施するか否かは、あくま

で執行部に選択肢があることから、何らの制限を受けることもなく、条例事

項のみならず行政運営の細部に至るまで、議員・会派・委員会を問わず、議

会側から市民等の意見、議員及び議会活動の成果を反映する手段としての活

用が可能である。 

この現状を踏まえ、議会の活動の成果を具体化する手段として、議会は積

極的に政策提言や条例提案を行い、もってよりよい市政の実現を目指すべき

である。また、その内容及びこれに対する執行部の対応を市民に明らかにす

べきである。 

 

14 政策調整会議、政策立案研究会 

  政策提言や条例提案を議会意思とするためには、最終的には所管の常任委

員会等を通して本会議で議決する必要がある。しかしながら、その検討を行

う場については、委員会や会派を横断し、議員個々の得意分野を生かしなが

ら、興味や関心がある案件について議員が結集する任意の場として、その設

置を議会として奨励し、議会及び議員活動の活性化を図るべきである。 

また、この検討の場の設置や協議状況等の情報については、議長を通じて

全議員に通知するなど、議会内で共有すべきである。 
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15 会派制 

（１）会派制の必要性 

  議会は多様な意見、利害関係をもつ議員の集まりである。そのため、議会

意思を決定するプロセスにおいては、当然議論が必要となるが、この多様性

こそが合議体としての議会の大きな特徴である。 

その中で、個々の議員が自分の政策等を実現していくためには、多くの議

員の賛同を得ることが必要となる。また一方で、３６人という議員からなる

当市議会の運営を効率的かつ円滑に行うためには、ある一定のグループ化が

必要である。事実、これにより常任委員会を同時開催しても、その審査状況

等の詳細が会派を通じて各議員で共有されている。 

こうした理由から、当市議会においては、長年にわたり会派制を導入して

おり、それに基礎をおいた議会運営がなされている。会派制には、会派以外

の意見をどう担保していくかという課題があるが、当市議会においては、代

表者会議に準会派の出席を認めて意見を聞くなど、会派制をとりながらも多

くの場面でこれに配慮した運営がなされている。 

以上のことから、当市議会においては、今後も会派制を継続すべきである。 

（２）会派の所属議員数 

  意見を集約できる最小の構成人数との考えから、会派成立の要件は、現状

どおり所属議員数３人以上とすべきである。 

（３）議長の会派所属 

  当市議会においては、会議規則や各種会議の決定に基づいた議会運営がな

されており、議長が会派に所属することによる支障は特段見受けられない。

逆に、議長が会派に所属しないことにした場合、出身会派の成立要件や運営、

政務活動費の支給に当たっての問題が生じる。 

このため、これまで同様、議長が中立的立場を明確にし、所属会派の意向

等に左右されることなく、公正・公平な議会運営を行うことを前提に、現状

どおり議長は会派に所属するものとする。 

（４）会派・準会派への控室割当 

  現状どおり「会派及び準会派ごとに所属議員数に応じた広さの控室」を割

り当てるものとする。 

 

16 委員会の数・構成人数 

（１）常任委員会の数・構成人数 

  当市議会において、議員定数の根拠としているため、当面は、現状どおり

常任委員会は４つ、その構成人数は９人とすべきである。 
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（２）特別委員会の数・構成人数 

  現状どおり３つの特別委員会を設置する場合において、その構成人数は、

他の委員会や会議との日程調整や予算措置等の問題から、議員の特別委員会

への重複所属を極力避ける意味で、原則として１２人（議員定数の１／３）

とすべきである。ただし、この人数及び人選に当たっては、案件により弾力

的に運用されることが望ましい。 

なお、特別委員会の設置時期については、改選期や中間期という特定の時

期にとらわれることなく、市政の動きに合わせ、必要と思われる時期とする

ことが望ましい。 

（３）議会運営委員会の構成人数 

  委員定数については、議論の場として一定の人数を固定的に確保する必要

があること、県庁所在都市の議会の平均定数が議員数の約 1/4 となっている

ことから、現状の１０人が妥当である。また、その構成については、当市議

会が会派制による議会運営をしていることから、会派から選出された委員を

もって構成するべきである。 

ただし、委員会で取り扱う案件は、本会議の運営のみならず議会内部の

様々な案件が多数あり、より多くの意見を汲み上げることが一方で必要とな

ることから、これまで同様、準会派についてはオブザーバーとしての出席を

求めるべきである。 

 

17 議長・委員の任期 

（１）議長の任期 

  地方自治法の規定により、議長の任期については議員の任期である４年と

されている。 

議長は、任期を４年とする市長と対等の機関である議会の代表者としての

役割を担い、議会の民主的な運営や審議充実等を図ることが期待されている

ことから、短期での交代は、議長の役割の発揮や権威の維持のみならず、市

長と議会の関係維持のうえからも好ましいものではない。一方で、議長の任

期及びその選出には、そのときの議会の状況や会派構成等の問題が影響する

ことも事実である。 

このため、議長の任期は、現在の申し合わせどおり「任期２年（再任を妨

げない）」とすべきである。なお、副議長の任期についても、議長を補佐す

るというその役割から、議長と同様にその任期は２年とすべきである。 

（２）委員の任期 

  委員会条例の規定により、当市議会では常任委員会の委員の任期は２年と

している。 
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これを１年とした場合は、改選期が１０月であることから、予算から決算

というひとつの議会審議のサイクルの途中で交代することになるため、委員

会審議の一貫性及び議員の経験値向上という点で問題があると思われる。一

方、４年とした場合は、議員が任期中に４つの常任委員会のうちの１つの常

任委員会しか経験することができず、市政全般への精通度という点で問題が

あると思われる。 

このため、常任委員会の委員の任期は、現状どおり２年とすべきである。

また、議会運営委員会の委員の任期については、前述の議会審議のサイクル

及び議員の経験値向上の点から、常任委員会の委員の任期と同様に２年とす

べきである。 

 

18 行政視察 

（１）行政視察の必要性、視察報告書 

  市長（執行部）から持ち込まれる議案等の案件、その時々の市政の課題に

ついて、当市議会では、各委員会で調査・研究を行い、その委員会としての

意思決定を行っている。 

この意思決定をする上で、参考となる他市の状況を委員会全体で視察する

ことは、インターネット等では得がたい情報が得られるばかりでなく、議員

個々の活動や経験から得られるそれぞれの独自の視点により、委員会として

の議論が深まり、市政への反映やその際の問題点等の共通認識を醸成するこ

とができる。その意味で、行政視察は議会機能の強化及び議員の資質向上に

大きく寄与するものであり、現状どおり実施すべきである。 

なお、視察の目的・成果等については、説明責任を果たす視察報告書の作

成や適切な市政への反映がなされるよう、視察前後において、これまで以上

に各委員会で十分な議論・検証を行うことが望ましい。 

（２）行政視察の旅費 

  当市議会では、通常、各委員会で年１回、２泊３日の行程で２都市を視察

しており、１委員当たり９万円の旅費が予算措置されている。 

この予算額については、市の財政事情等により減額され、今日に至ってい

るが、この額では全国全ての地域の視察はかなわず、結果、この額の枠内で

行ける地域の都市を選定し、視察を行っている状況である。一方で、行政視

察は、各委員会で抱える課題等について全国の先進事例を視察し、それを市

政に反映することを目的としており、議会活動の基本ともなるものである。 

このため、これに要する旅費の予算を、行き先が制限される額とすること

は好ましくなく、円滑な議会活動を維持する観点から、全国至るところに行

ける額を、当然、議会として確保するべきである。 
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ただし、この予算の執行に当たっては、現在の市の財政状況等に配慮し、

その節減に努めるべきである。 

 

19 議員研修 

議会基本条例で「議会は、議員の政策の形成及び立案能力の向上を図るた

めに、議員研修の充実強化を図るものとする。」と規定している。 

議員には、議会及び議員活動を行うに当たっての基本的な知識が求められ

る。また一方で、その時々の市政及び議会の課題解決のために必要となる知

識も求められる。 

これを受け、現在、当市議会においては、議員研修の体系化の一環として、

講師を招いた研修を新しい試みとして実施している。各種の委員会で実施す

る視察研修とは別に、議会として全議員が共有すべき案件について行うこの

研修は、議員の資質向上はもとより議会の機能向上のために当然必要である。 

このため、現状どおりの研修を行い、その中で議会の研修体系化を推進す

べきである。 

 

20 公務活動 

  議員には、議会活動、政務調査活動、議員活動等、さまざまな活動がある。

これらの活動のうち、公務災害の適用を受けるのは、判例から「地方自治法

や会議規則、条例の規定に基づく会議等」とされている。一方、公務災害の

対象とならなくても、代表者会議等の任意の会議を初め、全議員合意のもと

に行われる議会活動が多数存在するのも事実である。 

よって、公務災害の適用の有無にかかわらず、これら全ての活動を当市議

会の公務活動と位置づけ、各議員は私的活動に優先し、この活動に当たるこ

とが望ましい。 

 

21 出席費用弁償 

  出席費用弁償は、地方自治法の「職務を行うために要する費用の弁償を受

けることができる」という規定を根拠に支給されるものであるが、その支給

額の根拠が不明確であることから、「報酬の二重取り」とする批判等が絶え

ず、当市議会においてはこれを支給していない状況にある。 

しかしながら、一方で市町村合併により市域が広がった今、遠方から議会

に赴く議員の交通費の負担感は、合併前とは異なり非常に大きいことは事実

であり、議員の公平性の観点から、距離に応じた交通費の実費相当額を出席

費用弁償として支給することには一定の合理性があると思われる。 

しかし、現時点で当市議会が支給していないこと、全国的にも支給を減額
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または廃止する流れにあること等から、現状では、支給の合理性をもってこ

れを実際に支給することへの市民理解が得られるとは言い難く、現時点では

支給すべきでない。 

なお、この判断は、あくまで現時点での判断を示すもので、遠方の議員の

交通費の負担感があることは事実であるので、今後も継続的にこの件につい

ての検討は必要である。ただ、その検討に当たっては、議員以外の特別職へ

の費用弁償、議員が受ける報酬や政務活動費、議員の定数等と一体的に議論

を行うことが望ましい。 

 

22 協議調整の場、議会独自の勉強会 

  「各種会議の位置付け」、「政策調整会議」及び「政策立案研究会」と内

容が重複しているため、特に答申すべき事項はない（答申は行わない）。 

 

23 調査会・附属機関 

  「調査会・附属機関」は、議会の諸活動に伴い必要となる審査や調査等を

行うことを目的とし、議会が設置する外部の有識者等で構成する組織である。 

この設置について、総務省は、地方自治法に設置できるとする規定がない

こともあり、「議会は、合議制の議事機関であり、その構成員である議員自

ら多様な意見を議会に反映させる責務を負っているものであり、その機能を

附属機関に委ねるのは適当ではない」等の理由により否定的な見解を示して

いる。 

当市議会において、設置を検討した事例はないが、審査及び調査機能の充

実・強化を図る手段のひとつとして、今後は、他の市議会の事例を参考に、

その有効性を検証しながら、必要に応じて設置を検討することが望ましい。 

 

24 専門的知見の活用 

地方議会の執行機関に対する監視機能や政策形成機能を充実・強化するた

めに、平成１８年の地方自治法改正により、議案の審査等に関し、議会は学

識経験者等の知見を活用することができることとされた。この改正以降、積

極的にこの制度を活用している議会が多数見受けられるが、当市議会におい

ては、議会基本条例で積極的な活用を規定しているものの、具体的な活用事

例はない。 

活用に当たっては、活用すべき案件の選定や予算措置の問題等、検討すべ

き課題が多数あるが、他の市議会の事例を参考に、その有効性を検証しなが

ら、必要に応じて活用を検討することが望ましい。 

 



- 10 - 

25 議会事務局の役割と体制強化 

  二元代表制において、議会や議員の活動をサポートする議会事務局は重要

な役割を有している。 

しかしながら、議長の権限に属する議会事務局職員の人事の実態は、執行

部の人事と一体となっており、専門性の高い職員が育ちにくい状況にあるば

かりか、いずれ執行部に異動する職員が議会及び議員と歩調を合わせて、執

行部に対峙していけるかについては疑問があるところである。また、職員の

数についても決して十分とは言えない状況にある。 

このため、議会事務局の人事や専門性の高い職員の育成等、その機能を高

めるための検討を継続的に行い、必要に応じて執行部と協議すべきである。 

 

26 議会図書室 

  インターネットの普及により議員の調査・研究を支える情報の集積場所と

しての議会図書室の機能は薄れていることは否定できない。加えて、図書の

充実には予算面の問題もあり限界がある。しかしながら、その一方で議員間

や議会と市民の情報の共有場所としての機能整備や市立図書館との連携等、

新たな検討が必要であると思われる。 

このため、当面はパソコン・コピー機の設置や議会内文書の自由閲覧等、

情報の共有場所としての機能整備を進めるべきである。また、これとは別に

市立図書館との連携などの新たな活用策の検討を行うことが望ましい。 

 

27 政務活動費 

  当市議会では、政務活動費の公正性、透明性を確保するために、使途に関

する自主ルール（政務活動費の手引き）の制定や実績関係書類の自主公開

（平成２２年度分から実施）等に取り組んできたところである。しかしなが

ら、政務活動費の使途に関する世論は依然として厳しく、ＩＣＴ環境を初め

目まぐるしく変化する昨今の社会情勢に即した適切な運用も求められている。 

よって、今後も引き続き、政務活動費調整会議等で継続的に検討を行い、

公正性、透明性を確保していくことはもちろんのこと、その時々の社会情勢

に即した運用についても検討を重ねていくべきである。 

なお、現在、懸案となっているタブレット端末の購入経費を使途の対象と

するか否かについては、「佐賀市議会ＩＣＴ推進基本計画」におけるタブレ

ット端末の取り扱いを勘案した検討を行うことが望ましい。 
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28 災害対応 

  議会の災害組織とその役割については、当市議会及び議員の災害時におけ

る最低限の役割を申し合わせている。 

この対象となる災害発生時において、議員の活動は地元での災害対応活動

が主体となると思われるため、役割をより詳細に定めるよりも、当面は現状

の申し合わせ程度でよいと思われる。 

ただ一方で、危機管理の観点からの正副議長に事故あるときの代行者の序

列化や、議員のスキルアップのための避難所運営訓練等の研修の導入につい

ては、検討することが望ましい。 

 

29 議会基本条例の評価・見直し 

  議会基本条例の評価・見直しについては、その第２１条に規定があるもの

の、平成２１年４月の施行以降、定期的な実施には至っておらず、改選前の

議会のあり方検討委員会から現在の議会運営等改革検討会にかけての議論が、

実質的に評価に準じた初めての試みとなっている。 

こういった現状を踏まえ、評価・見直しのサイクル化は急務であることか

ら、まずは評価に着手し、その上で、よりよいものとするために常に改善を

加えていくことが肝要と考える。評価の実施時期については、任期の２年目

及び４年目の２年に１度の実施とし、４年目に出た課題等については、改選

後の議会に申し送りを行うサイクルとすべきであり、必要に応じて条文等の

見直しについても協議を実施するべきである。 

また、評価・見直しを実施する組織については、さきに議会運営等改革検

討会から答申を行い、議会運営委員会で決定した所管事項に従って議会運営

委員会がその役割を担うべきであり、他の検討組織の設置や諮問の是非等も

含めた評価の手法については、議会運営委員会の協議の中で決定すべきであ

ると考える。 

なお、評価手法の検討に当たっては、必要に応じて市民の意見をアンケー

ト等により収集することなどについても検討することが望ましい。 

 

30 議員の倫理、議員の身分、議員活動（非公務） 

  議員の倫理（政治倫理）とは、一般に「住民全体の代表者として公平・公

正に行動するために議員が持つべき規範」を言い、当市議会の議員の倫理に

ついては、佐賀市議会基本条例と佐賀市政治倫理条例に規定されている。ま

た、議員の身分については、地方公務員法で公選による特別職として一般職

と区別して位置づけられ、自己の責任で住民の信任に対する職責を果たすこ

とが期待されている。 
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この中で、議員の活動は、議会や委員会等の「公務活動」だけではなく、

任意の会議や会派の会合、勉強会、研修会等の「準公務活動」、さらには地

域住民や支持者からの要望や意見の聴取、議員・会派が行う議会報告会、地

元団体（自治会、商店会、ＰＴＡなど）の会合や地域イベント事業への参

加・協力等の「非公務（政治）活動」など広範な領域に及んでいるのが実態

である。議員は、より一層の市民福祉の向上のために、公務性の有無にかか

わらず、これらのことを十分に認識した活動に努めるべきである。 

 

31 政治倫理条例 

  政治倫理条例については、各議員において条例制定に至った背景、目的を

再認識した上で、今後も引き続き条例に定める政治倫理基準の遵守に努めて

いくべきである。 

 

32 議員報酬 

  議員報酬の額については、明確な根拠というものは存在せず、全国の自治

体との比較による相対的な評価によるところが大きいが、その観点から考え

ると現在の当市議会の報酬額は妥当な水準であると言える。当市の議員報酬

は既に合併以前から減額傾向にあるが、今なお報酬額が高いとの市民の声も

あることから、当市における議会活動や議員活動、議員報酬の使途等につい

ての説明をこれまで以上にしっかりと行い、市民の理解を得ていく必要があ

る。 

また、議会基本条例のもと、当市議会の活動は以前にも増して活発化して

おり、各委員会（地方自治法第１００条第１２項に基づく協議又は調整の場

も含む）における正副委員長が果たす役割や責任も非常に重要となっている

ことから、他市の例にもあるように、正副議長と同様に職責に応じた報酬加

算について検討すべきである。 

なお、今後、議員報酬についての議論を行うに当たっては、当市における

賃金の状況や市民の考え方との整合性をとることはもちろんのこと、議員定

数や費用弁償、政務活動費と一体的に議論することが望ましい。 

 

33 議員定数 

  議員定数削減を求める世論は根強いが、議員定数が適正か否かの判断につ

いては、他市議会との比較のみならず、合併により大幅に拡大した山間地等

を含む広大な市域面積等の地域の実情、議会や議員の活動実態等を踏まえ、

当市議会が総合的に判断する必要がある。 

当市議会では、平成２５年１０月の改選から議員定数を２人削減して３６

人としたところであるが、議会基本条例のもと、当市議会の活動は以前にも
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増して活発化している。こういった状況の中、次期改選において再度定数削

減となれば、議員個々への負担の増大等による議会機能の低下が懸念される

ため、現在の定数を維持すべきである。 

なお、定数については引き続き当市議会の課題として、議員報酬や費用弁

償、政務活動費と一体的に議論することが望ましい。 

 

34 その他 

（１）閉会中の委員会等の開催のための定期的な日程確保 

  議会基本条例のもと、当市議会の活動は以前にも増して活発化しており、

閉会中においても、特別委員会を初め各種会議の開催回数が増加傾向にあり、

さらに、佐賀中部広域連合等の外部の議会や農業委員会等の各種委員会に所

属する議員も多い。また、議員個人においても、議員活動、政務活動等にお

いて多忙を極めている。こういった中、特別委員会や議会運営委員会、委員

研究会等の各種会議の開催において、日程調整が難しいケースが散見される

ようになってきている。 

今後、当市議会の活動は、より活発化していくことは確実であることから、

各種会議の開催のための定期的な日程の確保について、その方法も含めて検

討を行うべきである。 

（２）手話通訳について 

  議会の情報公開において、本来は、障がい者の方たちを含め全ての人が情

報を得ることができるような環境を整備すべきであるが、手話通訳や要約筆

記、インターネット録画配信へのテロップの導入、音声を文字化するシステ

ムの導入など、そのいずれにおいても、予算的な問題等により全面的な導入

をすぐに実現することは困難な状況にある。 

しかしながら、この問題は継続的に検討を行っていくべき問題であり、特

に、希望者があった場合の個別的な対応については、他市の例を参考としな

がら、早急に具体的な方法の検討を含めて実施を検討すべきである。 

また、現在導入している赤外線補聴システムの広報については、これまで

以上に力を入れていくべきである。 

（３）委員会の所管事項に係る所属委員の議案質疑の制限 

  現状のままとする。 

（４）特別委員会の所管事項に係る所属委員の一般質問の制限（協議未了） 

  詳細な検討になお時間を要するため、当検討会においては協議未了とし、

議会運営委員会等のしかるべき組織において引き続き検討を求める。 
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（５）質問主意書について（協議未了） 

  詳細な検討になお時間を要するため、当検討会においては協議未了とし、

議会運営委員会等のしかるべき組織において引き続き検討を求める。 
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参考資料  

 

Ⅰ 検討会の発足経緯と役割 

 

議会運営等改革検討会は、議会のあり方検討委員会（委員長 亀井雄二・副委

員長 平原嘉德、平成２５年３月１８日設置・同年１２月１３日廃止）による第

二次答申書の附帯意見に基づき、議会会議規則の改正（同年１２月１３日議決）

によりこれまでの委員構成等を見直し、平成２５年１２月１７日に発足した。 

議会基本条例第１５条の「議会は、議会改革に継続的に取り組むため、議員で

構成する議会運営等改革検討会を設置する。」との規定に基づき、議会運営等改

革検討会は、議員自らが議会改革に取り組むために設置する組織である。 

このため、その役割は、議会改革の継続的な検討であり、当面は、議長（議

会）から諮問を受けた次の検討事項について協議を行う。 

(1) 議会の各種会議の位置付け 

(2) 議会のあり方検討委員会の第二次答申 

(3) 議会のあり方検討委員会から引き継がれた５つの検討区分「市長等との関

係」、「議会機能の充実」、「議会機能の向上」、「その他」とその検討項目 

 

 

Ⅱ 検討会の運営方法等 

 

１ 検討会の基本事項 

  (1) 位置付け    

    協議又は調整を行うための場（自治法 100 条 12 項・会議規則 166 条）  

 (2) 委  員 

     会派及び準会派から選出された者 １４名 

（５）検  ・会派からの選出数（議会運営委員会の選出数と同じ） １０名 

（５      ・準会派からの選出数（各１名）            ４名 

 (3) 会 長 等 

     会長 江頭弘美 ／ 副会長 野中宣明 

 (4) 所管事項 

     議会改革に関すること（議会基本条例 15 条で設置を規定）  

 (5) 会議運営 

     委員間で自由活発な議論を展開し、検討会としての意見集約を図る。 

※会議が円滑に進むよう、各委員は自会派内調整（所属議員の意見収集・情報提 

  供及び理解醸成等）を行い、検討会にのぞむよう努める。 

  (6) 会議傍聴 

     原則として傍聴可（議会基本条例を準用）とする。 

 

２ 検討会での当面の検討事項及び運営方法等 

  (1) 検討項目 

 改選前（～H25.9）の『議会のあり方検討委員会』が議会基本条例の現状状

評価等を踏まえ抽出した項目（協議済み項目を含む）、及び協議の過程で検討
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することを新たに決定した項目とする。 

 (2) 検討順序 

  ① 各種会議の位置付け 順１  

 議会内にある種々の会議の組織・所管事項・運営方法等については、これ

まで横断的視点での検討はなされておらず、所管事項・権限の重複等の問題

が発生している。合議体である議会にとって各種会議の位置付けは、組織運

営の根幹であり、本検討会への議長（議会）からの諮問にあたっても「最優

先に検討してほしい」旨の意見が添えられていることから、まず最初にこの

項目を協議・検討する。 

  ② 議会のあり方検討委員会の協議済み項目（議会ＨＰを除く） 順２  

 すでに一定の協議が整い答申がなされた項目であるが、項目ごとに議会と

してどう取り扱うか等についての決定はされていない。（順１）での協議結

果を踏まえ、項目ごとに今一度精査を行い、適切な場（会議）への振り分け

等を協議・検討する。 

  ③ 議会のあり方検討委員会の未協議項目（新規追加項目を含む） 順３  

 (3) 検討方法 

  項目毎又は類似項目グループ毎に委員間で自由討議を行い、その討議結果 

 の一覧表（事務局作成）をもとに、次回会議で検討会としての意見を集約す 

 る。この方法を毎回繰り返すことを基本とする。 

 (4) 検討終期    

       平成２７年９月（議会内人事改選月の前月）  

※検討事項を極力早く具体化に移していくため。  

 (5) 開催頻度 

    月１回（毎月第 2 金曜日／13：30～）を基本に検討会を開催する。 

※検討計画表により進捗管理を行い、必要に応じ検討会の開催頻度を調整する。 

 (6) 検討結果 

    議長（議会）へ必要に応じ答申する。 

    （具体的な方法等を明らかにしている項目はその都度答申） 

 ※あくまでも検討会（内部機関）としての検討結果であり、それを議会意思とす

るか、具体的にどういう方法で実施するか等については、当面、議会運営委員

会等での協議を受け、議長が判断する。ただし、当検討会の意思は十分に尊重

する旨が代表者会議で決定されている。     

 (7) 検討計画表 

    正副会長が提示する計画表（P17）に沿って検討を進める。 

 (8) 会議情報 

  基本情報（検討会の位置付け、検討項目・方法・スケジュール等）は必要 

 に応じ、詳細情報（検討状況、検討結果等）は答申するごとに、れぞれ「議 

 会ホームページ、議会だより等」を活用し、市民に対し情報発信する。 

 (9) そ の 他 

    委員間の議論に支障のない範囲で、事務局職員の発言・意見を認める。 

※議会内のいろいろな分野の検討を行う検討会の性質上、少しでも多くの視点・

意見を得る必要があるため。 
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 ＜検討計画表＞ 

日 程 

第 2 金曜日・13:30～  

協議（検討）内容 

概 要 詳 細 

２

５

年

度

 

1 回 12 月 17 日 検討会の基本事項 

検討会の設置の目的及び経緯等、会議の

位置付け、会議の委員、所管事項、会議

傍聴ほか 

2 回 1 月 28 日 検討会の運営方法等 

検討項目、検討順序、検討方法、検討終

期、開催頻度、検討結果、検討計画表、

会議情報ほか 

3 回 2 月 14 日 議 会 機 能 の 充 実 各種会議の位置付け 

4 回 3 月 14 日 ↓    ↓ 

２

６

年

度

 

5 回 4 月 11 日 市 民 と の 関 係 

議会のあり方検討委員会で協議済みの項

目 

6 回 5 月 9 日 市 長 等 と の 関 係 

本会議の運営、議案質疑、一般質問、反

問権、定例会の会期 

 

7 回 6 月 13 日 ↓ 

委員会の運営、合同審査会、議員間の自

由討議 

8 回 7 月 11 日 ↓ 

執行部の監視・評価、事務事業評価、個

別外部監査制度の活用 

9 回 8 月 8 日 ↓ 

政策立案・提言、議員提案条例、政策調

整会議、政策立案研究会 

10 回 9 月 12 日 ↓ 

委員会の数・構成人数、議長・委員の任

期 

11 回 10 月 10 日 議 会 機 能 の 充 実 

行政視察、議員研修、公務活動、費用弁

償 

12 回 11 月 14 日 ↓ 協議調整の場、議会独自の勉強会 

13 回 12 月 12 日 ↓ 調査会・附属機関、専門的知見の活用 

14 回 1 月 9 日 ↓ 

議会事務局の役割と体制強化、議会図書

室 

15 回 2 月 13 日 議 会 機 能 の 向 上 会派制、政務活動費、災害対応 

16 回 3 月 13 日 ↓ 

議会の情報共有化、ＩＣＴ化、文書のペ

ーパーレス化 

２

７

年

度

 

17 回 4 月 10 日 そ の 他 議会基本条例の評価・見直し 

18 回 5 月 8 日 ↓ 

議員の倫理、議員の身分、議員活動（非

公務）、政治倫理条例 

19 回 6 月 12 日 ↓ 議員報酬、議員定数 

20 回 7 月 10 日 ↓    ↓ 

21 回 8 月 14 日 検 討 の ま と め 答申（案）の協議 

22 回 9 月 11 日 ↓ 答申の決定 
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Ⅲ 検討会の開催実績 

 

回数 開催日 開催時間 協 議 事 項 

１回 12 月 17 日 

10:54 

～11:34 

１ 会議の設置の目的・経緯（確認） 

２ 議会のあり方検討委員会の答申等（確認） 

３ 会議の運営方法等 

２回  1 月 28 日 

10:05 

～10:47 

１ 会議の運営方法等 

２ 各種会議の位置付けについての検討課題 

３回  2 月 14 日 

13:37 

～15:18 

１ 各種会議の位置付け 

(1) 議会運営委員会の位置付けの明確化 

(2) 協議又は調整を行うための場の位置付けの

明確化 

(3) 代表者会議の位置付けの明確化 

(4) 議会運営委員会、協議又は調整を行うため

の場、代表者会議の関係 

(5) 法定外会議の位置付けの明確化 

(6) 各種会議の決定事項の取扱い 

(7) 既存法定会議の活動範囲の拡大 

(8) 法定外会議の法定会議への移行の必要性 

(9) その他 

４回  3 月 17 日 

15:06 

～17:08 

１ 各種会議の位置付け 

５回  4 月 11 日 

13:32 

～16:01 

１ 各種会議の位置付け 

６回 5 月 9 日 

15:37 

～17:12 

１ 各種会議の位置付け 

２ 議会のあり方検討委員会で協議済みの項目 

３ 検討計画表の見直し 

４ 視察研修 

７回 6 月 18 日 

14:19 

～14:53 

１  議会の情報共有化、議会のＩＣＴ化、議会文

書のペーパーレス化 

２ 中間答申（第 1 次答申）の必要性 

８回 7 月 24 日 

13:36 

～16:09 

１ 第 1 次答申（案） 

２ 検討計画表に沿った検討 

  (1) 本会議の運営   (2) 議案質疑 

 (3) 一般質問     (4) 反問権   

  (5) 定例会の会期 

３ 視察報告書（苫小牧市・登別市）の取り扱い 

９回 8 月 21 日 

13:35 

 ～16:39 

１ 第 1 次答申（案） 

２ 検討計画表に沿った検討 

 (1) 議案質疑（継続） (2) 委員会の運営 

 (3) 合同審査会    (4) 議員間の自由討議  
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回数 開催日 開催時間 協 議 事 項 

10 回 9 月 29 日 

13:05 

 ～14:04 

１ 検討計画表に沿った検討 

 (1) 議案質疑（継続） (2) 委員会の運営（継続） 

 (3) 執行部の監視・評価、事務事業評価 

 (4) 個別外部監査制度の活用 

11 回 10 月 10 日 

13:36 

 ～14:40 

１ 検討計画表に沿った検討 

 (1) 政策立案・提言、議員提案条例 

 (2) 政策調整会議、政策立案研究会 

２ 「議案質疑」についての答申 

12 回 11 月 18 日 

10:07 

 ～11:43 

１ 議長への中間答申（第 2 次答申）の確認 

２ 検討計画表に沿った検討 

 (1) 会派制    (2) 委員会の数・構成人数 

 (3) 議長・委員の任期  

13 回 12 月 15 日 

15:35 

 ～16:45 

１ 検討計画表に沿った検討 

 (1) 会派制（継続） 

 (2) 委員会の数・構成人数（継続） 

 (3) 行政視察     (4) 議員研修 

 (5) 公務活動     (6) 出席費用弁償 

14 回 1 月 9 日 

13:32 

 ～14:56 

１ 検討計画表に沿った検討 

 (1) 出席費用弁償（継続） 

 (2) 協議調整の場、議会独自の勉強会 

 (3) 調査会・附属機関 (4) 専門的知見の活用 

15 回 2 月 13 日 

13:32 

 ～15:16 

１ 検討計画表に沿った検討 

 (1) 出席費用弁償（継続） 

 (2) 議会事務局の役割と体制強化 

 (3) 議会図書室 

16 回 3 月 20 日 

13:35 

 ～14:58 

１ 検討計画表に沿った検討 

 (1) 出席費用弁償（継続） (2) 政務活動費 

 (3) 災害対応 

17 回 4 月 10 日 

13:32 

 ～14:49 

１ 検討計画表に沿った検討 

 (1) 政務活動費（継続） 

 (2) 議会基本条例の評価・見直し 

18 回 5 月 8 日 

13:31 

 ～14:22 

１ 検討計画表に沿った検討 

 (1) 議員の倫理、議員の身分、議員活動（非公務） 

 (2) 政治倫理条例 

19 回 6 月 12 日 

13:31 

 ～14:32 

１ 検討計画表に沿った検討 

 (1) 議員報酬     (2) 議員定数 

20 回 7 月 10 日 

10:00 

 ～11:50 

１ 検討計画表に沿った検討 

 (1) 議員報酬（継続） 

 (2) その他（検討項目の追加） 
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回数 開催日 開催時間 協 議 事 項 

21 回 8 月 24 日 

13:32 

 ～15:49 

１ 検討計画表に沿った検討 

 (1) 議員報酬（継続） 

２ 追加検討項目の検討 

 (1) 閉会中の委員会等の開催のための日程確保 

 (2) 手話通訳について 

 (3) 委員会の所管事項に係る所属委員の議案 

質疑の制限 

 (4) 特別委員会の所管事項に係る所属委員の 

一般質問の制限 

 (5) 質問主意書について 

３ 答申（案）の協議 

22 回 9 月 30 日 

13:32 

 ～14:12 

１ 追加検討項目の検討 

 (1) 特別委員会の所管事項に係る所属委員の 

一般質問の制限（継続） 

２ 答申の決定 
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Ⅳ 検討会の協議概要 

 

１ 第１回検討会（12 月 17 日） 

会議設置の目的や経緯、議会のあり方検討委員会の答申等について確認し、

次に、会議の運営方法等について、議会のあり方検討委員会の運営方法等を参

考に協議を行った。 

 

２ 第２回会議（1 月 28 日） 

前回の協議結果に基づき、会議の運営方法等（P15 のⅡ「検討会の運営方法

等」のとおり）を決定した。 

次に、各種会議の位置付けの協議に向けて、本市議会内の各種会議の現状や

会議の設置根拠、他市議会の状況、法定外会議の問題点等（P47 会議資料１参

照）を確認し、各種会議の位置付けについての検討課題を次のとおり決定した。 

≪各種会議の位置付けについての検討課題≫ 

① 議会運営委員会の位置付けの明確化 

② 協議又は調整を行うための場の位置付けの明確化 

③ 代表者会議の位置付けの明確化 

④ 議会運営委員会、協議又は調整を行うための場、代表者会議の関係 

⑤ 法定外会議の位置付けの明確化 

⑥ 各種会議の決定事項の取扱い 

⑦ 既存法定会議の活動範囲の拡大 

⑧ 法定外会議の法定会議への移行の必要性 

⑨ その他 

 

３ 第３回会議（2 月 14 日） 

「各種会議の位置付け」について協議を開始した。 

まず、法制化の経緯や本市議会の申し合わせ等による各種会議の位置付けの

現状と議会意思の決定プロセスにおける役割等（P49 会議資料２参照）を確認

し、設定した各種会議の位置付けについての検討課題に沿って「① 議会運営

委員会の位置付けの明確化」に関し自由討議を行った。 

自由討議では、現在は法定外会議である（会派）代表者会議が議会の運営に

関する事項も含め多くのことを担っているが、議会の運営に関する事項は、法

定のとおり議会運営委員会が所管すべきとの意見が多く出された。 

 

４ 第４回会議（3 月 17 日） 

前回に引き続き、「各種会議の位置付け」について協議を行った。 

「各種会議の位置付け」を協議するに当たっては、議会運営委員会と（会

派）代表者会議の位置付けをまず決定しなければ他の会議の整理が進まないこ

とから、前回会議の意見（P52 会議資料３参照）を踏まえ、正副会長から各種

会議の位置付けについての素案（P53 会議資料４参照）が提示され、説明が行

われた。 

素案では、まずその考え方が次のように示されていた。 

・ 議会内の検討案件の最終的な決定の場を議会運営委員会と（会派）代表

者会議の２つの会議とする。 
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・ 議会運営委員会は、検討の過程・決定の理由の透明性を要するもの、決

定が議会運営に影響を及ぼすもの、議会基本条例に関するものを担う。 

・ （会派）代表者会議は、会派間の調整、情報共有を要するもの、人事等

の非公開情報に関するものなどを担う。 

・ 協議又は調整を行うための場は、法定の経緯・趣旨を踏まえ、前述の２

つの会議から依頼された案件について、より詳細な協議や議員間調整を行

う。 

・ 協議又は調整を行うための場の決定事項は、前述の２つの会議で最大限

尊重されることを想定し、委任を受けた事項については、最終決定となる。 

・ 法定外会議については、協議又は調整を行うための場と同様の位置付けと

する。 

そして、この考え方に基づく、議会運営委員会と（会派）代表者会議の具体

的な所管事項が示され、議会の意思決定のプロセスが図示された。 

この素案に関し自由討議が行われ、２つの会議に振り分けられた所管案件の

適否等について意見が交わされ、これまで不明確だった各案件の窓口が明らか

にされただけでその後の運営では柔軟な対応がとれることから、最終的には素

案どおりで意見がまとまり、「① 議会運営委員会の位置付けの明確化」、

「② 協議又は調整を行うための場の位置付けの明確化」、「③ 代表者会議

の位置付けの明確化」、「④ 議会運営委員会、協議又は調整を行うための場、

代表者会議の関係」の協議を終了した。 

次に、「⑤ 法定外会議の位置付けの明確化」、「⑥ 各種会議の決定事項

の取扱い」、「⑦ 既存法定会議の活動範囲の拡大」、「⑧ 法定外会議の法

定会議への移行の必要性」などについて自由討議を行った。 

法定外会議には、（会派）代表者会議、議案勉強会、委員研究会、正副委員

長会議などがあり、これらの会議について、法定会議にすべきとの意見や既存

の法定会議に取り込むべきなどの意見が出された。 

 

 

５ 第５回会議（4 月 11 日） 

第３回会議から引き続き、各種会議の位置付けについて協議を行った。 

前回の会議で正副会長から提示された各種会議の位置付けについての素案が

了承されたことを受け、この素案どおりに、「① 議会運営委員会の位置付

け」、「② 協議又は調整を行うための場の位置付け」、「③ 代表者会議の

位置付け」、「④ 議会運営委員会、協議又は調整を行うための場、代表者会

議の関係」が決定したことを確認した。 

次に、「⑤ 法定外会議の位置付けの明確化」などの自由討議に入るにあた

り、前回会議でのこれらに関する意見（P56 会議資料５参照）、法定外会議の

種類・問題点、検討課題（P57 会議資料６参照）などを確認した。 

自由討議では、会議出席における公務災害の取扱い、会議情報の公開、会議運

営の柔軟性、会議出席の拘束性、事務量などの観点からそれぞれの会議について

意見が交わされ、正副委員長会議、政務活動費調整会議、議会報告会、初会合は

意見がまとまったが、代表者会議、議案勉強会、委員研究会、議員研修会は意見

が分かれた。 
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６ 第６回会議（5 月 9 日） 

第３回会議から引き続き、各種会議の位置付けについて協議を行った。 

前回の会議で意見がまとまった次の法定外会議の位置付けについて確認した。 

・ 正副委員長会議、政務活動費調整会議 … 法定外会議 

・ 議会報告会 … 法定会議 

・ 初会合 … 既存法定会議（全員協議会）に統合 

次に、「⑤ 法定外会議の位置付けの明確化」などの自由討議に入るに当た

り、前回会議で意見が分かれた代表者会議、議案勉強会、委員研究会、議員研

修会への意見（P60 会議資料７参照）と代表者会議を法定化している他市議会

の状況（P63 会議資料８参照）を確認した。 

代表者会議と議案勉強会については、自由討議で法定化の適否等についてと

同時期に開催される一部事務組合等の会議との優先順位や会議情報の発信基準

等についてそれぞれ意見が交わされ、最終的には意見がまとまった。 

また、委員研究会と議員研修会については、それぞれ今後予定されている

「委員会の運営」で協議することや協議中である議員研修の体系化の決定後に

協議する方が適当であることなどから、先送りすることで意見がまとまった。 

次に、議会のあり方検討委員会の第二次答申について協議し、加筆、修正等

の意見はなく、そのままの内容で問題ない旨の意見がまとまった。 

最後に、検討計画表の見直しについて協議し、議会のＩＣＴのあり方につい

て早急に協議する必要があるとの意見が出され、第１６回（平成２７年３月１

３日）に予定されていた「議会の情報共有化」、「ＩＣＴ化」、「文書のペー

パーレス化」を次回会議で協議することで意見がまとまった。 

 

７ 第７回会議（6 月 18 日） 

前回の会議で意見がまとまった次の法定外会議の位置付けについて確認した。 

・ 代表者会議 … 法定外会議 

・ 議案勉強会 … 法定会議 

・ 委員研究会 … 結論を先送り（「委員会の運営」の検討に合わせ再度協

議） 

・ 議員研修会 … 結論を先送り（「議員の研修体系」の策定を経て再度協

議） 

そして、議会のあり方検討委員会の第二次答申について、そのまま（加筆、

修正等すべき箇所はない）とする旨を確認した。 

次に、前回会議で計画を前倒しすることになった「議会の情報共有化」、

「ＩＣＴ化」、「文書のペーパーレス化」についての協議を行った。 

まず、協議に先立ち他市議会及び当市議会のＩＣＴ化の現状（P64 会議資料

９及び P67 会議資料１０参照）を確認した。 

自由討議では、先進議会のＩＣＴ化の例や平成２８年度の完成を目指す議会

棟建設に合わせた整備の必要性から、早急に導入に向けた会議を開始すべきと

の意見が出され、ＩＣＴ化に向け組織を設置すべきとの意見がまとまった。 

   最後に、これまでに結論に至った事項について中間答申を行うことを決定し 

  た。 
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８ 第８回会議（7 月 24 日） 

 （1）中間答申（第１次答申）案についての協議 

中間答申（第１次答申）案について協議を行った。これまでの会議で意見が

まとまった内容を文章化した答申案に対し、改めて生じた疑義等の確認や協議

が行われ、数箇所の修正を決定した。 

 （2）検討計画表に沿った項目ごとの検討（P72 会議資料１１参照） 

①本会議の運営・定例会の会期⇒協議終了⇒答申のとおり決定 

意見 

◆「通年議会」、「通年会期」については、閉会中の委員会活動が可能

な現状において、執行部の専決処分がなくなる、本会議の招集を議会

ができること以外に明確なメリットが見出せないため、必要性を感じ

ない。 

②議案質疑⇒協議継続 

意見 

◆議案質疑は、「一括質問一括答弁方式で、質疑する議案の数にかかわ

らず、ひとりの議員の発言回数は３回まで」となっているため、複数

の議案に対する質疑をするときは、質問及び答弁ともに混在し、わか

りにくい状況にある。発言回数を議案ごとに３回までに改め、質疑を

議案ごとに完結していく等、わかりやすい議案質疑にできないか。 

   決定  

質疑ごとに区分したほうがよい。しかし、本会議の効率的な運営の観点等

から質疑方式の変更（一問一答方式の導入や併用）や回数・時間等の制限に

ついては、他市議会の状況等を調査したうえで再度、協議する。なお、これ

とは別に、議案質疑のあり方（一般に、議案に対する疑義を質すもので、個

人の意見は質問を補足するために必要な範囲で認められるもので、賛成・反

対の意思表示を認めるものではないとされる。これは、議案に対しては、後

に賛成討論・反対討論が制度として用意されていることからもわかる。）を

再認識し、これを遵守した議員個々の質疑、ならびに議長の議事運営が必要

である。 

③一般質問・（代表質問制）⇒協議終了⇒答申のとおり決定 

意見 

◆原稿を議員・執行部の双方が見ながら質問・答弁をする姿がシナリオ

に沿ったものであるとの市民批判が一部にあるが、問題はないか。 

◆質問して答弁を受けるだけで終わりではなく、問題点を指摘したり、

政策提言をすることが、一般質問の本来の目的ではないか。そのこと

について、議員が今一度、共通認識を持つべきである。 

◆執行部の答弁を含めた６０分という持ち時間だか、議員の発言時間を

明確に確保したほうがよいのではないか。 

◆代表質問については、先に視察した苫小牧・登別の両市議会で導入さ

れているが、いずれも一般質問との区別が不明確になってきていると

のことだった。仮に一般質問の登壇者が多い当市議会で導入した場合、

この傾向はより顕著となると予想される。現状では、導入の必要性は

見出せない。 
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④反問権（質問権）⇒協議終了⇒答申のとおり決定 

意見 

◆昨年、議会運営委員会で「質問権の運用方法」について協議し、執行

部を含め、申し合わせをしたところであり、当面は、この申し合わせ

どおりの運用方法でよい。 

 

９ 第９回会議（8 月 21 日） ※答申に関するもののみを記載 

 （1）中間答申（第１次答申）案の確認 

  中間答申（第１次答申）案について確認を行った。前回の会議の結果を反映

し、文章化した答申案に対し、最終確認が行われ、答申（案）どおり議長に答

申することを決定した。 

 （2）検討計画表に沿った項目ごとの検討（P74～会議資料１２～１３参照） 

  ①議案質疑⇒協議終了⇒第２次中間答申書のとおり決定（第１０回及び第１２

回会議で修正あり） 

  意見 

◆議案質疑は、「一括質問一括答弁方式で、質疑する議案の数にかかわ

らず、ひとりの議員の発言回数は３回まで」となっているため、複数

の議案に対する質疑をするときは、質問と答弁が混在し、わかりにく

い状況にある。発言回数を議案ごとに３回までに改め、質疑を議案ご

とに完結していく等、わかりやすい議案質疑にできないか。 

  ②合同審査会⇒協議終了⇒答申のとおり決定 

  ③議員間の自由討議⇒協議終了⇒答申のとおり決定 

  ④委員会の運営（「委員研究会の位置付け」を含む）⇒協議継続 

  ア）委員会の活動 

  課題 

◆開会中（会期中）に付託議案の審査をするぐらいで、閉会中（会期

外）は、閉会中の所管事務調査の権限を議決により議会から付与され

ているにもかかわらず、主に執行部からの持ち込み案件の説明を委員

研究会として聞くぐらいで、あるテーマをもって主体的に活動するこ

と（所管事務調査）がほとんどない。先般視察した登別市議会をはじ

めとして、全国の議会では、政策提言や条例提案などのテーマをもっ

て委員会が主体的かつ計画的に活動しているところがかなりある。委

員会の機能強化と法令等で期待される委員会の役割を果たす意味から

も、閉会中の委員会活動の充実を図るべきではないか。 

意見 

◆委員の改選後すぐの委員会で、任期２年の中でやる委員会独自の研究

テーマを決定し、委員会が主体的に活動していくことが必要だと思う。 

◆研究テーマは１つということに固執することなく、所属会派の意向等

を聴取したうえで委員間の自由討議を行い、決定することが望ましい。 

◆研究テーマはもちろんのこと、活動計画やルール等も併せて決めたほ

うがよい。委員はもとより、市民にも議案審査以外の委員会の活動を

わかりやすく示せる。 

◆日程等の計画は、事細かく決めるというのではなく、大まかなところ

を決め、委員個々の都合を考慮し、その都度調整することでいいと思
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う。 

  イ）委員研究会の位置付け 

  課題 

◆法的には、あくまで任意の会議であり、議会（委員会）としての正式 

な会議でないことは、先に議論した「各種会議の位置付け」で確認し

たところであるが、実態として委員会の活動であることに変わりない

ため、法定化（委員会の活動に含める、委員研究会として会議規則に

規定する等）の必要性ついての検討が必要である。 

意見 

◆委員研究会も委員会として活動していることに変わりないため、その 

活動内容にかかわらず、その全てを委員会の活動に含めていいのでは

ないか。 

◆委員研究会の法定化を検討する前に、個々に解釈が異なっていると思 

われる委員会と委員研究会の定義付け（意思統一）を図る必要がある。 

◆委員研究会は、執行部の要請に応じて委員長の裁量で開催されること 

が多く、開催日程やテーマ等、委員会の合意を得ているわけではない。

運営や進行についてのルール化が必要ではないか。 

◆委員会の活動は、本来、委員会が能動的（自主的）に行うものである 

ことから、テーマや開催日程等を委員会が決定できる。その意味で、

能動的な活動を委員会の活動とし、それ以外の受動的な活動を委員研

究会の活動とする考え方もある。 

◆法定であること、任意であることのメリット、デメリットを踏まえて

考える必要がある。会議録の作成等、議会事務局の負担や非公開と思

われる情報の取り扱いなど。 

◆任意の会議であるから、執行部の意思形成過程の情報を得られ、それ

に意見することができる。法定の会議になれば、執行部は固まってし

まった案件をもってくる恐れがあり、議会としての意見が反映されに

くくなってしまうのではないか。 

◆任意となっていることから、執行部に根回し的に使われている部分も

ある。研究会で説明したとして、それを既成事実化することもあった

ように思う。法定の会議としても、案件によっては非公開の取り扱い

も可能であるため、委員会の活動に含めても問題はないのではないか。 

◆委員研究会での質疑は、あくまで任意の会議での質疑にすぎない。任

意の会議のデメリットにもあるように、公の会議での引用ができない

ため、委員会では再度、説明を求めないと会議録には残らないし、委

員会での質疑とはならないなどの問題がある。 

◆委員研究会のいい部分が委員会の充実に繋がるのであれば、現状のま

ま残すべきではないか。 

◆議会運営委員会と代表者会議の整理の議論と同様に、今後の委員会の

活動を考えた場合、委員研究会を開く、開かないは別にして、ある一

定の範囲で委員研究会のような任意の会議が必要ではないか。 

◆過去の委員長会議の決定で、平成２１年以降、委員会が自主的に決定

した案件を委員会、執行部からの申し出によるものを研究会というこ

とで区分されている。事前審査的な質疑が予想されるようなものを研
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究会として開催しているところもある。 

◆執行部との情報共有を図るものを委員研究会とする考え方もある。 

◆執行部の持ち込み案件でも、それをやる、やらないは委員会が決定す

るのだから、受動的でなく、能動的であるとの考え方もできる。 

  ウ）委員間の自由討議 

  課題 

◆委員会、委員研究会にかかわらず、議案審査や意見聴取等が終わった 

タイミングで、委員会の進行プログラムのひとつとして「委員間の自

由討議」を組み込んでもらいたい。委員に諮って、特に必要なしとい

うことであればそれでいいし、そういう時間があることで各委員がも

つ意見の共有化もすすむし、委員会としての取り組むべき課題が明ら

かになると思う。 

   意見 

◆現状、委員長の裁量により委員間の自由討議をやっていることもあれば、

やっていないところもある。改選前の文教福祉委員会で、執行部との

質疑応答のあと、執行部を退席させ委員間の自由討議を実施したこと

を記憶している。 

 

10 第１０回会議（9 月 26 日） 

 （1）検討計画表に沿った項目ごとの検討（P77～会議資料１４～１５参照） 

①議案質疑（協議終了項目）⇒決定事項修正 

②委員会の運営（「委員研究会の位置付け」を含む）⇒協議終了 

   ア）委員会の活動⇒答申のとおり決定 

   イ）委員研究会の位置付け⇒答申のとおり決定 

   ウ）委員間の自由討議⇒答申のとおり決定 

  ③執行部の監視・評価、事務事業評価⇒協議終了⇒答申のとおり決定 

④個別外部監査制度の活用⇒協議終了⇒答申のとおり決定 

  （2）検討項目の追加 

    項目⇒特別委員会の所管事項に係る所属委員の議案質疑の制限 

＜趣旨＞県議会をはじめ、制限をしていない議会もある。委員会での質

疑と本会議での質疑が同じになるとは限らず、また、特別委員

会の設置の有無にかかわらず、本来、議案質疑は自由に行われ

るべきものではないか。 

   決定  

検討項目に加える。すでに協議が終了している「議案質疑」に関連する項

目であるため、次の答申に加えるべく協議する。 

 

11 第１１回会議（10 月 10 日） 

 （1）検討計画表に沿った項目ごとの検討（P80 会議資料１６参照） 

①政策立案・提言、議員提案条例⇒協議終了 

   意見 

◆議員提案条例は、乾杯条例のように予算の裏付けを必要としない理念 

条例がほとんどであり、そのような条例をいくらつくっても意味がな

いと思う。 
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    ◆議員提案ができる条例の範囲は、原則、予算措置を伴わないものに限 

定されるため、予算措置を伴う条例については、結局は、執行部とや

り取りをしながら、執行部側から条例議案の提出してもらう必要があ

る。 

    ◆今回実施した決算議案に対する附帯決議は、ある意味で政策提言に近 

いものだと思う。委員会活動を充実させていくなかで、それを政策立

案や政策提言につなげていく必要がある。 

②政策調整会議、政策立案研究会⇒協議終了 

   意見 

◆政策提言、条例提案を問わず、議会意思とする場合は、最終的には本 

会議の多数決で決まっていくため、基本的には常任委員会が主体とな

って取り組むほうがよい。ただし、常任委員会に所属議員のいない会

派への配慮が必要だと思う。 

◆案件によっては、常任委員会でやろうとしても全会一致にならない場 

合も想定される。その意味で、そういう案件をやろうとする考えをも

つ議員が集まって検討する組織があってもいいのではないか。 

    ◆常任委員会での取り組みとは別に、議員個々の得意分野を生かす、また、

興味・感心がある議員が取り組むという意味で、政策研究会のような

ものがあったほうがいいと思う。 

    ◆任意のものであれば、あるテーマについて、やりたいと思う議員が集ま

って検討する。これはすごく大事なことである。当然、議会意思とす

るには、そこで検討結果を正式な議会内の機関にあげていく必要があ

るが、それはそれでいいと思う。 

    ◆政策研究会というようなものをつくろうとするとき、その情報を議会内

で共有してもらえれば、興味・感心がある議員が集まりやすいし、議

会内のいろんな意見等も収集しやすくなると思う。 

    ◆政策研究会の設置は、任意であろうが、法定であろうが、政策提言や条

例提案の手段のひとつであって、設置そのものが目的ではなく、また、

その運営もケースバイケースで違うので、柔軟な定義付けが必要だと

思う。あくまで任意の組織として定義し、というようなものをつくろ

うとするとき、その情報を議会内で共有してもらえれば、興味・感心

がある議員が集まりやすいし、議会内のいろんな意見等も収集しやす

くなると思う。 

  （2）「議案質疑」についての答申 

   意見 

議案質疑の手法については、具体的手法まで検討し、協議を終了している。

早期実施を図る意味から、この項目だけでも答申すべきではないか。 

   決定  

すでに協議・決定している検討会の運営方法等で、検討結果については

「具体的な方法等を明らかにしている項目は、その都度答申する」としてい

るため、議長に答申する。 

次回の検討会で答申書（案）の最終確認を行い、答申する。 

  （3）検討項目の変更⇒決定事項の修正 

   決定  
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項目⇒特別委員会の所管事項に係る所属委員の議案質疑の制限 

    ＜趣旨＞県議会をはじめ、制限をしていない議会もある。委員会での質疑

と本会議での質疑が同じになるとは限らず、また、特別委員会の

設置の有無にかかわらず、本来、議案質疑は自由に行われるべき

ものではないか。 

（4）検討項目の追加 

    項目⇒質問主意書の導入 

    ＜趣旨＞衆議院では、執行部に「質問主意書」を提出でき、これに対する 

回答を一週間以内に閣議決定しているようである。やる、やらな

いは別として検討してはどうか。 

   決定  

「質問主意書」がどういうものかを調査したうえで、後日、検討項目に

追加するか否かを協議する。 

  

12 第１２回会議（11 月 18 日） 

 （1）前回会議の検討結果の確認 

①政策立案・提言、議員提案条例⇒答申のとおり決定 

②政策調整会議、政策立案研究会⇒答申のとおり決定 

 （2）議長への中間答申（第２次答申）の確認⇒第２次中間答申書のとおり決定 

 （3）検討計画表に沿った項目ごとの検討（P85 会議資料１７参照） 

①会派制 

 ア）会派制の必要性⇒協議終了 

 意見 

◆会派は、同じような意見・政策をもった集団だと認識している。議会 

内のいろいろな案件を全員協議会等ですべての議員に説明していくの

は大変だと思うので、会派制をとるべきだと思う。 

  ◆会派制とは何かをきっちりしておく必要がある。会派内での意思統一が

難しい案件がある場合の会派運営など会派制をとることによる問題が生

じると思うが、それでも敢えて会派制をとることについて、議員個々の

受け取り方がバラバラのように感じる。 

  ◆会派の中でいろんな問題を話し合っていくという大前提があるわけだか

ら、いろんな会派の捉え方があっても、それはそれでいいと思う。 

  ◆同じ会派であっても当然意見の違いはある。国政と違い、自治体議会の

議員は、党の指示とかイデオロギーで動くという発想は希薄で、地域の

声を集約しながら動くというのが現実である。会派内でいろんな地域の

声を集約し、議論するなかで修正を加えながらも一定の結論を導きだし

ている。会派として集まったほうが得だからという発想をもつ議員はい

ないと思う。そういう意味で、会派には会派の意義がやっぱりあると思

う。 

  ◆会派制にも功と罪がどうしてもある。県庁所在都市ではない議会では、

会派制をなくそうとする動きも見受けられる。そういう議会の調査も今

後必要ではないか。 

  ◆会派制をとっていても、当市議会の場合、代表者会議に準会派の出席を

認めて意見を聞くなど、少数意見を尊重してきている。そうしたことか
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らも現状どおり会派制をとることでいいのではないか。 

イ）会派の所属議員数⇒協議終了 

意見 

◆議員が議案を提出するには議員定数の１／１２が必要で、当市議会の 

議員定数（36 人）で考えると、その数は３人となる。その意味からも、

現状どおり３人でいいと思う。 

◆平成２年までは２人だったと思うが、意見が分かれたときに調整がつ 

きにくいということで３人になった経緯がある。議案の提出権と関連

づけると議員定数の増減により数が変わることになるため、これとは

関係なく、集団としての最小単位という意味で、現状どおり３人でい

いと思う。 

ウ）議長の会派所属、会派・準会派への控室割当⇒未協議 

②委員会の数・構成人数 

 ア）常任委員会の数・構成人数⇒協議終了 

 意見 

◆改選前の議会において、議員定数を現在の３６人とする際に、その定

数の根拠を常任委員会の数・構成人数（９人×４常任委員会）としてい

ることから、現状どおりとすることでいいのではないか。 

イ）特別委員会の数・構成人数⇒協議終了 

 意見 

◆以前は、改選期・中間期に特別委員会を３つ設置するという確認のも

と、その都度３つ設置しており、１議員１特別委員会ということで必

然的に議員数の１／３が特別委員会の人数となっていた。しかし、最

近は、３つの特別委員会としながらも、その都度協議を行い人数を決

定している。必要に応じて必要と思われる時期に特別委員会を設置し

ているためで、その都度定数を議論をすることを否定するわけではな

いが、視察旅費等の予算措置も必要となるので、基本は、特別委員会

は３つ、その人数は１２人（議員数の１／３）と決めたほうがいいと

思う。 

◆以前と違い、３つの特別委員会を設置するといっても無理につくらな

くてもいいという流れが当市議会にはある。そういう時期にあるのだ

とも思う。市民や市政にとって重要な案件が生じたときに、特別委員

会の設置を検討する場合は、なるべく多くの意見が反映される人数と

する立場を議会はもっておいたほうがいいと思う。 

◆当市議会の場合、常任委員会とは違い、特別委員会への重複所属を認

めるとか、認めないとかの申し合わせがあるわけではないので、定数

については、案件に応じてその都度協議して決めるべきで、最初から

決めておく必要はないと思う。仮に人数を決めても、重複所属の可能

性は担保しておくべきだと思う。 

◆特別委員会への重複所属を認めれば、他の委員会や会議との開催日程

調整など議会運営が難しくなると思われるので、なるべく重複を避け

るという意味で基本的な人数を定めることは必要だと思う。会派内の

おいても、重複を避けるために、内部調整を行っている現状がある。 

ウ）議会運営委員会の構成人数⇒協議継続 
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意見 

◆現在の常任委員会の人数（９人）や他市議会の状況等から判断し、現

状どおり１０人でいいと思う。 

◆現在は、委員定数１０人を会派に比例配分し、準会派はオブザーバー

としている。この方法を踏襲するのか、例えば、今回調査した県庁所

在地の議会に中にいくつか見受けられるように、準会派をひとくくり

にして会派とみなして、今の比例配分に加えるのかという話をする必

要はないのか。 

◆いくつかの準会派をひとくくりにして会派にみなすということなると、

会派制の根幹にかかわる。これまでどおり会派に委員定数を比例配分

することでいいと思う。 

③議長・委員の任期 

ア）議長の任期⇒協議終了 

   イ）委員の任期⇒協議終了 

   意見 

    ◆１年とした場合、当市議会の場合、改選期が１０月であることから、予

算から決算というひとつのサイクルの途中で委員が交替することにな

るため、現状どおりの２年でいいと思う。 

 

13 第１３回会議（12 月 15 日） 

 （1）前回会議の検討結果の確認 

①会派制 

 ア）会派制の必要性⇒答申のとおり決定 

イ）会派の所属議員数⇒答申のとおり決定 

②委員会の数・構成人数 

 ア）常任委員会の数・構成人数⇒答申のとおり決定 

イ）特別委員会の数・構成人数⇒答申のとおり決定 

③議長・委員の任期 

ア）議長の任期⇒答申のとおり決定 

   イ）委員の任期⇒答申のとおり決定 

 （2）検討計画表に沿った項目ごとの検討（P86～会議資料１８～１９参照） 

①会派制 

ウ）議長の会派所属⇒協議終了 

 意見 

    ◆所属議員 3 人以上を会派としているため、仮に 3 人会派から議長が離脱

した場合、その会派は会派として成り立たなくなる。 

    ◆公正な議会運営が担保されれば、会派離脱の必要はない。 

    ◆政務活動費が会派（準会派）に支給されているため、会派を離脱すると

議長が 1 人会派を結成する必要が生じる。 

   エ）会派・準会派への控室割当⇒協議終了⇒答申のとおり決定 

   意見 

    ◆現状どおりでお願いしたい。 

  ②委員会の数・構成人数 

   ウ）議会運営委員会の構成人数⇒協議終了 
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   意見 

    ◆現在の常任委員会の人数（９人）や他市議会の状況等から判断し、現状

どおり１０人でいいと思う。 

    ◆現在は、委員定数１０人を会派に比例配分し、準会派はオブザーバーと

している。この方法を踏襲するのか、例えば、今回調査した県庁所在

地の議会に中にいくつか見受けられるように、準会派をひとくくりに

して会派とみなして、今の比例配分に加えるのかという話をする必要

はないのか。 

    ◆いくつかの準会派をひとくくりにして会派にみなすということなると、

会派制の根幹にかかわる。これまでどおり会派に委員定数を比例配分

することでいいと思う。 

    ◆会派から選出された委員で構成しているが、準会派の意見も聞いている

状況にあるので、定数もその構成も現状どおりでいいと思う。 

    ◆会派の数に応じて定数を決めている議会もあるが、そうなると場合によ

っては定数が極端に少なくなったりすることも考えられる。議論する

場という意味で、一定の人数は確保すべきだと思う。 

  ③議員研修⇒協議終了 

   意見 

    ◆現在、新しい試みで講師を招き実施している。こちら側が旅費をかけて

出向くよりはるかに安く済むし、各議員の共通の課題にタイムリーに

取り組んでいくのであれば、現在のやり方でいいと思う。 

  ④公務活動⇒協議終了 

   意見 

    ◆議員の活動として、議会活動、政務調査活動、議員活動がよく言われる

が、その線引き自体が難しいなか、公務活動の範囲となると、各議員

の認識にかなりバラツキがあるのではないか。 

    ◆公務災害の対象になるのは何か、それとは別に、当市議会としての公務

は何かの共通認識を図る必要があるのではないか。 

  ⑤行政視察 

   ア）行政視察の必要性、視察報告書⇒協議終了 

   意見 

    ◆「百聞は一見にしかず」現地に行ってみることは、やはり大事。行った

議員もその報告をしながら一般質問に結び付けているケースも多い。 

    ◆議員が書く視察報告書に個人差がある。オンブズマン等の指摘もあるこ

とから、視察報告書の書き方等について、ある程度のマニュアル化を

図る必要があるのではないか。 

    ◆何を目的に視察に行き、何を見て、それがどうであったかを書くのは議

員として当たり前のことであって、マニュアル化するものではないと

思う。ただ、市民からみて、何をしているんだとならないよう、第三

者に思いが伝わる報告書を書くという自覚は必要である。 

    ◆委員会として同じ目的で視察に行くわけなので、視察終了後、その調査

内容について委員会で協議・検証した上で、個々の委員の所感を箇条

書きするなどの委員会としての報告書をつくることも検討していいの

ではないか。 
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    ◆個々の議員が所感だけを書くというのは現実的に難しい。視察先の概要

を含めて書いて、はじめて所感が書ける。確かに、概要が各議員で重

複するが、それは、委員会として１つの報告書にまとめるのであれば、

その時点で考えることだと思う。 

   イ）行政視察の旅費（費用弁償）⇒協議終了 

   意見 

    ◆旅費が非常にタイト。執行部の規定に無理やり合わせなくてはならない

ものか疑問に思う。同じ遠隔地で、実費支給が原則となっており、パ

ック旅費等の割引がある所は行けるが、ないところは行けないという

のはどうかと思う。 

    ◆議員一人当たり 9 万円としている現在の予算では、東北や北海道などに

は行くことができない。先進地は全国いたるところにあるのだから、

行けるような予算を確保してもらいたい。 

    ◆視察は 2 箇所、2 泊 3 日を基本としているが、比較対象ということで行

ければ行ったほうがいいとは思うが、これが絶対ではないと思う。市

民感情等を念頭におきながら、予算が足りない場合に、どうして行き

たいところがあれば、1 泊 2 日して行く等の運用も考えていいと思う。 

    ◆各委員会の視察が終了した場合、必ず不要額が生じる。議員一人当たり

9 万円の予算が不足するという議論の前に、議会の視察予算全体を考え、

この不要額を有効活用する検討が必要ではないか。 

    ◆議員一人当たり 9 万円とのルールがあるので、この枠内で視察を計画す

るので不要額が生じるのは当たり前。この額をいくらにしようと不要

額は生じる。問題は、現在の額で行けない視察先があるということで、

この額の設定根拠を何処に求めるかではないか。 

  ⑥出席費用弁償⇒協議継続 

   意見 

    ◆当市議会は、現在、会議出席に際しての費用弁償、いわゆる出席費用弁

償の支給はないが、合併により市域が広がっている状況から、支給の

是非についての検討をする必要があるのではないか。 

     ◆平成 15 年か 16 年頃までは、出席費用弁償があったと聞いているが、こ

の項目を検討する前に、それがどの程度あったのか、また廃止された

経緯を教えてほしい。 

   ◆県議会には、出席費用弁償があるようだが、その内容を調べてほしい。 

◆全国的にみて出席費用弁償は、廃止又は縮小傾向にある。これは、議

員報酬との二重取りとの風潮があってのことだと思う。 

 ◆交通費の実費相当の費用弁償を考えるのであれば、市域の広域化を理由

に政務活動費で支出可としてガソリン代とあわせて考える必要がある。 

 

14 第１４回会議（1 月 9 日） 

 （1）前回会議の検討結果の確認 

①会派制 

   ウ）議長の会派所属⇒答申のとおり決定 

   エ）会派・準会派への控室割当⇒答申のとおり決定 

②委員会の数・構成人数 
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   ウ）議会運営委員会の構成人数⇒答申のとおり決定 

  ③議員研修⇒答申のとおり決定 

  ④公務活動⇒答申のとおり決定 

  ⑤行政視察 

   ア）行政視察の必要性、視察報告書⇒答申のとおり決定 

   イ）行政視察の旅費（費用弁償）⇒答申のとおり決定 

 （2）検討計画表に沿った項目ごとの検討（P88～会議資料２０～２３参照） 

①協議調整の場、議会独自の勉強会⇒協議終了 

②調査会・附属機関⇒協議終了 

 意見 

◆活用ができるということを再確認する程度でよいのではないか。 

③専門的知見の活用⇒協議終了 

 意見 

◆活用ができるということを再確認する程度でよいのではないか。 

◆今後、活用が必要となることが結構あるように思う。 

④出席費用弁償⇒協議継続 

 意見 

◆報酬の二重取りとの市民感情や市の財政事情等から合併前の佐賀市議

会で廃止した経緯があるが、合併して市域も広がり、その当時と状況

が違い、遠方から来る議員にとっては確かに交通費の負担感はあると

思うので、少し考えていいのではないか。 

◆当市議会でガソリン代を政務活動費から支出を可（総額の１/３、月

5,000 円を上限）としているが、それでも追いつかない現状にある。 

◆政務活動費での支出は、あくまで政務活動に対して支出するものだか

ら、出席費用弁償とは分けて考えるべきだと思う。 

◆交通費の実費相当額を支給するという考えにたち、全ての議員に支給

するのではなく、近くの議員を除き、例えば５キロ以上、１０キロ以

上と距離区分を設けて支給をするということでどうか。 

◆伊万里市議会（キロ当たり３７円）のように、距離に応じて全ての議 

員に支給したほうが公平であり、交通費実費相当額ということで市民

理解を得やすいのではないか。 

◆実際に、交通費実費相当額を常に必要としている議員がどのくらいい

るかの実態把握が検討の前提として必要ではないか。 

◆交通費実費相当額を出席費用弁償として支給するとした場合、政務活

動費での支給をどうするのかについても、当然、関連性をもって検討

すべきではないか。 

◆市域が広くても支給していない議会もある。検討課題とするのはいい

が、現状では支給すべきでないと思う。 

◆出席費用弁償を廃止した経緯から考えて、支給するのであれば、それ

相応の説明が必要となる。仮に支給するのであれば、金額の妥当性や

その明確な根拠がなければ、市民理解は得られないと思う。 

 

15 第１５回会議（2 月 13 日） 

 （1）前回会議の検討結果の確認 
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①協議調整の場、議会独自の勉強会⇒答申のとおり決定 

②調査会・附属機関⇒答申のとおり決定 

③専門的知見の活用⇒答申のとおり決定 

 （2）検討計画表に沿った項目ごとの検討（P92 会議資料２４参照） 

①議会事務局の役割と体制強化⇒協議終了 

 意見 

◆二元代表制と言いながら、議会事務局の実態は執行部から職員を借り

ているような状況にある気がする。執行部に対抗していくことを考え

れば、専門性の高い職員を育てる必要がある。佐賀県市議会議長会で

職員を雇用して、その職員を各市の議会に派遣したりする手段は考え

られないのか。 

◆議会事務局は議員と歩調を合わせ、執行部と対峙してもらわないとい

けないことが生じる。現状は十分にこの役割を果たしてもらっている

ように思うが、執行部の職員と同様に一般の異動に組み込まれている

実態を考えると、この状況が続くのかと疑問を感じざるを得ない。そ

の意味で、議会事務局の人事や専門性の高い職員の育成等、その機能

を高めるための事例があれば調査してほしい。 

◆現段階において条例を改正して、議会事務局の職員をふやすことは難

しいと思うので、現状の体制のなかでその機能を高める工夫をしてい

けばいいと思う。 

◆非常に大きな課題であると思うが、今後検討していくということで当

面は現状のままとしていいのではないか。 

②議会図書室⇒協議終了 

 意見 

◆各市の基本資料等を置いているが、インターネットで調べられるので

置く必要がないように思う。 

◆市民に開かれた図書室ということで議会基本条例に規定しているため、

市民への利用ＰＲを何らかの形で行う必要があるのではないか。また、

市民と共有するという意味で、改善の余地があると思う。 

◆インターネットの普及によりネット書籍をみることができる環境が必

要だと思う。その意味で、パソコンやコピー機の設置が必要ではない

か。 

◆図書の充実には予算面の問題もあり限界があることから、市立図書館

との連携等の検討も必要ではないか。 

③出席費用弁償⇒協議継続 

意見 

◆遠い所から来ている二人から支給を求める意見は聞かないが、言いに

くいというのが実際のところではないか。 

◆出席費用弁償が必要だという理由に正当性があっても、今の社会情勢

で受け入れられるか疑問を感じる。 

◆出席費用弁償を廃止したときには、交通費相当の必要性の有無につい

ての検討は一切していない。日額 4,700 円の額をもって高すぎる、市

民の理解は得られないとの意見のなかで、減額という選択肢を想定し

ていなかったというのが事実である。その意味で、きちんと検討して



- 36 - 

妥当性のある説明ができるのであれば、復活してもおかしくはないと

思う。 

◆市域が広くなった市内あらゆる所から、今後議員として出てもらうた

めには、距離による格差により議員になろうという意識を低下させな

いために、実費相当を弁償するという考えがあってもいいのではない

か。 

◆伊万里市議会のキロ当たり 37 円で実際に所要額を試算して、再度検討

することでどうか。 

◆伊万里市議会のキロ当たり 37 円を基準としているが、この額が高すぎ

ないのかという検討が出すのであれば必要だと思う。 

◆市の審議会等の委員が交通費相当の費用弁償を受けていない中で、議

員だけがこれを受けるということに問題はないのか。 

 

16 第１６回会議（3 月 20 日） 

 （1）前回会議の検討結果の確認 

①議会事務局の役割と体制強化⇒答申のとおり決定 

②議会図書室⇒答申のとおり決定 

 （2）検討計画表に沿った項目ごとの検討（P96～会議資料２５～２７参照） 

①出席費用弁償⇒協議終了 

 意見 

◆出席費用弁償を廃止した過去の経緯もあり、現時点でそれを復活させ

ることは好ましくない。 

◆議員単独での検討ではなく、他の特別職の出席費用弁償の議論が行わ

れるときにあわせて検討してはどうか。 

◆出席費用弁償単独での議論は市民への説明が難しく、議員報酬や議員

定数、政務活動費なども含めた一体的な議論が必要であるため、今回

結論を出すのではなく、今後も様々な角度からの検討が必要である。 

◆市町村合併によって市域が広域となったことは整理しておく必要があ

り、今後検討していくということはあってもいいのではないか。 

②災害対応⇒協議終了 

意見 

◆執行部が集約した情報を議員に伝達する仕組みは必要であり、現在の

災害対応組織は引き続き必要である。 

◆議員はどうしても地域での災害対応活動が主体となるため、役割を詳

細に固定化するよりも、最低限の役割を定めた現状程度の内容で十分

だと思う。 

◆市の災害対策本部が設置される場合は、かなり大規模な災害が想定さ

れ、正副議長ともに連絡が取れないことも考えられる。その際、議会

事務局への指示等を行う代行者の序列を決めておく必要があるのでは

ないか。 

◆議員研修の中に避難所運営訓練等を取り入れてはどうか。 

③政務活動費⇒協議継続 

意見 

◆パソコンとタブレット端末の双方を使用するのが世の中の主流となっ
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てきている中で、タブレット端末を 2 台目のパソコンとして政務活動

費の対象としないのは、時代の流れに即していないのではないか。 

◆政務活動費の手引書を作成した当時と現在ではＩＣＴを巡る環境は大

きく変化しており、見直しをしていく必要があるのではないか。 

◆政務活動費調整会議で議論している項目のほか、さらに改善すべき点

について、もう一度持ち寄って検討すべきではないか。 

◆議会事務局が所有している印刷機について、使用料を負担してでも使

用できれば、それぞれの会派が政務活動費で印刷機を購入またはリース

する費用が削減できると思うので、対応可能かどうかを調べてほしい。 

 

17 第１７回会議（4 月 10 日） 

 （1）前回会議の検討結果の確認 

①出席費用弁償⇒答申のとおり決定 

②災害対応⇒答申のとおり決定 

 （2）検討計画表に沿った項目ごとの検討（P99 会議資料２８参照） 

①政務活動費⇒協議終了 

意見 

◆タブレット端末については、機種代が月々の通信費に含まれる場合が

多く、政務活動費の対象とするにしても、どこまでを対象とすべきか

について難しい問題があるため、議論が必要である。 

◆政務活動費調整会議においてタブレット端末を政務活動費の対象とす

るかどうかの議論を行っているが、一方で、現在、議会運営委員会に

おいて「佐賀市議会ＩＣＴ推進基本計画」を策定し、タブレット端末

の全議員への配付・運用に向けて検討を進めている現状があることか

ら、それを含めた検討が必要である。 

◆新聞の電子版については、過去のゼンリン地図の電子版についての議

論を勘案すれば、政務活動費の対象とすべきである。 

②議会基本条例の評価・見直し⇒協議終了 

   意見 

◆評価サイクルについては、到達点を任期の中間と任期の最後で確認す

るということで２年に１度がよい。改選前に出た課題について改選後

の議会で取り組み、中間で１度検証し、改選前に再度検証して、課題

について改選後に申し送りするという形ではどうか。 

◆条例の見直しというケースは頻繁に発生するものではないが、評価に

ついては２年に１度ぐらいでよいと思う。 

◆評価・見直しの実施については、常設の委員会である議会運営委員会

が実施すべきと考える。 

◆議会運営員会で行うとなると、正式会派のみだけが委員となる。現在

と同じ方法で、議会運営員会が諮問し、議会運営等改革検討会で検討

して答申する方法がいいのではないか。 

◆さきに答申した各種会議の位置づけの中で、議会運営委員会の所管事

項の中に議会基本条例の推進が含まれていることを考えれば、評価・

見直しは議会運営委員会が所管すべきである。 

◆評価・見直しについては、議会運営委員会が所管すべきであり、議会
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運営等改革検討会などの他の組織への諮問を行うかどうか、また、新

たな組織を設置するかどうかは、議会運営委員会の中で決すべきもの

である。 

◆評価にあたっては、「市民との関係」など、項目によっては市民の意

見を聞く必要がある場合も想定されるため、議会報告会の際のアンケ

ートを活用する等の手法についても検討する必要がある。 

◆外部の意見を聞くということはあってもよいとは思うが、まずは、今

までやっていなかった評価・見直し、特に評価の部分に取り組むこと

が先決だと思う。その上で、必要であれば外部の意見を聞くというこ

とを検討していく形でよいのではないか。 

◆今まで一度も取り組んでいないことから、まずは評価に取り組み、そ

の上で、よりよいものとするために常に改善を加えていくという旨を

答申に加えてほしい。 

 

18 第１８回会議（5 月 8 日） 

 （1）前回会議の検討結果の確認 

①政務活動費⇒答申のとおり決定 

②議会基本条例の評価・見直し⇒答申のとおり決定 

 （2）検討計画表に沿った項目ごとの検討（P101～会議資料２９～３０参照） 

①議員の倫理、議員の身分、議員活動(非公務)⇒協議終了 

意見 

◆現在、地方議員の地位に関する法律の規定はないが、身分を明確にす

るためにもそういった規定は必要と考える。 

②政治倫理条例⇒協議終了 

意見 

◆政治倫理審査会の審査結果の公表方法が、条例の施行規則では市報へ

の掲載しか示されていないが、現在の社会状況や情報伝達の迅速性の

観点から、ホームページへの記載を規定の中に加えることについて、

執行部に対して、他の条例や規則との整合性を図った上での検討を求

めていくべきではないか。 

 

19 第１９回会議（6 月 12 日） 

 （1）前回会議の検討結果の確認 

①議員の倫理、議員の身分、議員活動(非公務)⇒答申のとおり決定 

②政治倫理条例⇒答申のとおり決定 

 （2）検討計画表に沿った項目ごとの検討（P106～会議資料３１～３２参照） 

①議員報酬⇒協議継続 

意見 

◆各種研修会等での講師によると、議員報酬については、はっきりとし

た根拠があるわけではなく、他市との比較等による相対的な評価しか

ないようである。そういった観点から、類似規模都市等の状況を見て

も、現状のところ妥当ではないかと考える。 

◆現実の市民の収入や賃金の状況といった地域性についての考慮も必要

と思われる。議会として、市民の負担増に対しての対応や市民全体の
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所得アップに資するような活動など、市民の期待に沿うような活動が

できているかということを考えながら検討する必要があるのではない

か。 

◆議員報酬の評価については、非常に難しい問題であり、やはり全国の

自治体の事例を参考にするしかないという部分がある一方で、佐賀市

の民間企業や市民の考え方ともある程度整合性をとる必要があると思

う。 

◆前回定数を２名削減したことによる議会費の削減効果や、議員報酬の

使途等についてもきちんと市民に説明していかないと、議員報酬が高

いという声はとまらないのではないか。 

◆議員報酬の使途について、市民の目に見えない部分も含めた議員活動

について、しっかりと市民に説明していけば理解してもらえると思う。 

◆議員報酬は、議員として働いていることへの対価であり、交際費や慶

弔費などの個人の問題についての議論は別ではないかと思う。 

◆議員報酬だけを議論するだけではなく、議員定数などとセットで議論

していくべきである。 

◆議員報酬については、費用弁償や定数、政務活動費などとセットで議

論し、慎重に結論を出すべきことだと思うので、今回の改革検討会の

答申の中で結論は出せないと思う。今回の議論は、改めて本格的に議

論する際の論点整理として意見を出し合う形でよいのではないか。 

◆委員会の正副委員長は、打ち合わせ等の回数も多く、他の委員に比べ

拘束される時間も長くなる。何らかの手当を出すことができないか。 

◆委員会の正副委員長は、充て職も多く、さまざまな会合にも出席しな

ければならないので、正副委員長の手当については検討の余地ありと

考える。 

◆議員の忙しさは、役を有無にかかわらず個人差があると思うので、正

副委員長への手当の加算については慎重に議論すべきだと思う。 

◆欧米等のボランティアの議員と比較されることがよくあるが、日本の

地方議員とは役割や責任の重さが全く違うということを議員各個人が

はっきりと認識しておく必要がある。 

◆武雄市の報酬等審議会が議員報酬等を増額する答申を出しているので、

武雄市の状況を調査してほしい。 

◆議員報酬を上げるという立場ではないが、以前に比べて報酬が下がっ

ているのは事実であるので、月額及び年額ベースで最高時と比べてど

れくらい下がっているのかを調査してほしい。 

◆月額及び年額ベースの最高時との報酬の比較については、可能であれ

ば佐賀市長や他市の市長、議員についても調査してほしい。 

◆同じ特別職であるのに退職金が出る市長と退職金が出ない議員の違い

は知っておくべきであるので、市長の退職金の額を調べてほしい。 

②議員定数⇒協議終了 

意見 

◆議員 1 人当たりの人口や面積のようなデータだけでは見えない部分が

あり、山間地も含め、それぞれの地域の実情や意見を反映できるよう

にしていくためには、一定の議員数の保障は必要であり、これ以上減
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らすべきではない。 

◆現在の議員定数について、他市の議員からは、人口規模で考えると妥

当だが、面積から考えると足りないのではないかということもよく言

われる。これ以上の定数削減は佐賀市議会の機能低下につながるので

はないかと思う。 

◆定数を減らすのではなく、議員の活動を活発化させて、それをきちん

と市民に説明していくことが極めて重要であると考える。 

◆市民が納得できるような議会活動に努め、それをきちんと市民に説明

していくことが、市民の皆さんに評価してもらうことにつながるので

はないか。 

◆議員みずからが定数を減らすことが議会改革であるというのは違うと

思う。現在の定数はぎりぎりのところであり、慎重に考えないといけ

ないと思う。 

◆前回の定数削減の際に常任委員会の数である４で割れる数ということ

もあって３６人となったが、その考え方でいくと、次は３２人という

議論をしなければならなくなり、それは論外だと思う。 

◆県内の他の自治体では、自治会長会から議員定数削減の提案があった

ように聞いているが、佐賀市の議員定数については、自治会長の皆さ

ん方には御理解いただいていると思う。 

 

20 第２０回会議（7 月 10 日） 

 （1）前回会議の検討結果の確認 

①議員定数⇒答申のとおり決定 

 （2）検討計画表に沿った項目ごとの検討（P110～会議資料３３～３４参照） 

①議員報酬⇒協議継続 

意見 

◆各委員会の正副委員長については、他の議員に比べて、打ち合わせ等

を含めて登庁する日数が非常に多くなっているのは事実であり、他市

の状況を調査して、当市議会においても何らかの手当について措置を

講じる必要があるのではないか。 

◆常任委員長は、委員会が所管する部署が開催する各種行事にも出席し

ており、手当については一定の理解は得られるのではないか。 

◆委員長と副委員長は一緒に行動することが多いので、手当の金額の差

はあるにしても、正副委員長をあわせた形で検討するべきではないか。 

◆正副委員長の手当については、登庁回数等だけの話ではなく、その役

割と責任の観点から議論していくべき。 

◆以前に比べ、議会の役割と責任も非常に重くなっており、それに伴っ

て、正副議長はもちろん、正副委員長の役割と責任も重くなっており、

一定の理解は得られるのではないか。 

◆現在の佐賀市議会の中で正副委員長が果たしている役割と責任として、

委員会を運営していく責任、取りまとめていく責任、執行部と調整し

ていく責任等、一般の議員以上の役割と責任があるのは事実であり、

それに対しての手当という考え方はあり得ると思う。 

◆常任委員会や議運、特別委員会だけではなく、協議調整の場に位置づ
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けられている会議の正副委員長についても、手当の金額の差はあるに

しても、役割と責任に応じた手当という考え方はあり得ると思う。 

◆正副委員長は多忙ではあるものの、通常の公務員なり会社員は毎日出

勤するのは当たり前であり、一般的な感覚から考えると、正副委員長

へ手当を出すという結論には至らないと思う。 

 

 （3）その他（検討項目の追加） 

  ①議場設備について 

＜趣旨＞他市と同様に、執行部席に自席マイクを導入し、あわせて電子

採決システムや映像切りかえのシステム等の全体的なシステム

の見直しや現状として劣悪な環境にあるモニター室の改善を行

ってはどうか。また、議場の椅子の更新も行ってはどうか。 

決定 

議場設備については、議会運営委員会の所管であり、検討項目には加

えず、議会運営委員会で提起し協議する。 

②閉会中の委員会等の開催のための定期的な日程確保 

＜趣旨＞議会活動や議員活動が活発化している中、現状として委員会の

開催日程の調整が困難な状況が生じている。委員会等の開催の

ため、毎月、定例的に全議員が予定を入れないように日程を確

保してはどうか。 

意見 

 ◆自分で主導的にスケジュールを調整できないケースもあるので難し

いのではないか。 

 ◆個々の議員の活動を縛ってしまう危険性があるので、難しいのでは

ないか。 

 ◆その日に委員会等が集中し、委員が重複することもあり得るので、

逆に調整が難しくなるのではないか。 

 ◆委員会が集中する可能性は確かにあるが、その日を基本にして不可

能であれば別の日程を検討するということもあると思うので、現状の

ゼロからの調整よりも改善できるのではないか。 

 ◆１日だけだとより集中しやすいので、視察等との重複を避けて、週

の初めか週末に月２日ほどを確保し、それでも重なる場合は午前と午

後に分けて開催する形にすれば、現在の日程調整の状況を考えた場合、

かなりの改善ができるのではないか。 

 ◆なかなか難しい部分はあるが、議員個々が積極的にその日程は空け

ておく程度のことであれば可能ではないか。 

決定 

検討項目に加える。 

③手話通訳について 

＜趣旨＞聴覚障害者の方への対応として、現在ある赤外線補聴システム

のほかに、ぶんぶんテレビの中継に手話通訳やテロップを入れ

ることはできないか。 

決定 

検討項目に加える。 
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④委員会の所管事項に係る所属委員の議案質疑の制限 

＜趣旨＞県議会をはじめ、制限をしていない議会もある。委員会での質

疑と本会議での質疑が同じになるとは限らず、本来、議案質疑

は自由に行われるべきものではないか。 

決定 

既に追加していた項目の積み残し分であり、改めて検討項目に加える。 

⑤特別委員会の所管事項に係る所属委員の一般質問の制限 

＜趣旨＞特別委員会の開催のタイミングとずれて新しい事象が発生する

場合もあるため、議論を活発化させるためにも認めるべきでは

ないか。 

決定 

検討項目に加える。 

⑥質問主意書について 

＜趣旨＞衆議院では、執行部に「質問主意書」を提出でき、これに対す

る回答を一週間以内に閣議決定しているようである。やる、や

らないは別として検討してはどうか。 

決定 

「質問主意書」がどういうものかを調査したうえで、後日、検討項目

に追加するか否かを協議することとしていたものの積み残し分であり、

事務局からの報告を受けた上で、追加するか否かを協議する。 

 

21 第２１回会議（8 月 24 日） 

 （1）検討計画表に沿った項目ごとの検討（P115 会議資料３５参照） 

①議員報酬⇒協議終了⇒答申のとおり決定 

 （2）追加検討項目の検討 

①閉会中の委員会等の開催のための定期的な日程確保⇒協議終了 

意見 

◆検討したほうがいいと思うが、中部広域連合等の外部の議会や委員会

等もあり、第何週とか曜日を定例的に定めるのは難しいと思う。１カ

月ぐらい前に決めるのであれば可能だと思うが、余り長い期間だと難

しい。 

◆日程調整が難しいからこそ、日程を確保しておくべきと思う。できる

かどうか一度検討してもいいのではないか。 

◆難しい部分もあるが、これだけ会議等がふえている中で日程調整が困

難となっているのは事実であり、今後議論していく必要があると思う。 

◆検討するのは問題ないが、現実問題として、その日にいろんな会議が

集中すれば委員が重複する可能性もあり、また、委員外として他の委

員会へ出席することも困難になるのではないか。 

◆委員会が重複した場合については、当然、事務局が調整することにな

ると思うが、その調整がしやすいように、一定の日程をあけておいた

ほうが、議員自身も便利であり、事務局も調整しやすいと思う。 

◆日程を調整するアプリ等も開発されてきているので、ＩＣＴの検討部

会の中でもぜひ研究してほしい。 

②手話通訳について⇒協議終了 
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意見 

◆手話通訳については、恐らく人件費だけでかなりの費用がかかると思

われるので、音声を文字化する障がい者向けのシステムの導入などを

ＩＣＴ化の検討の中で行っていくべきではないか。 

◆インターネットの録画配信の中でテロップを使う方法もあるのではな

いか。 

◆宇部市で導入されている磁気ループを導入してはどうか。 

◆現在導入している赤外線補聴システムについての広報をもっと行うべ

き。 

◆本来は、全ての人がわかるようにして当たり前であり、多くの自治体

がやっているように、数日前までに希望者が申し出た場合に、手話通

訳や要約筆記等で対応できるようにしておくべきだと思う。 

◆手話を言語として認識するという全国的な流れの中で、手話通訳が必

要であることは当然であるが、予算的な問題もあるのでここで結論は

出せないと思う。 

◆将来的には、全ての障がい者の方たちが理解できるような環境をつく

るべきであるが、手話通訳は、人材確保の問題、予算的な問題等もあ

り、テロップでの対応についても、その加工にはかなりの費用を伴う

と思われる。しかしながら、現実にリクエストがあった場合にどう対

応するかということについては、早急に検討をすべきだと思う。 

◆リクエストがあった場合の対応については、具体的な方法も含めて早

急に検討しておかないと対応できないと思う。 

◆市内の障がい者全体に占める聴覚障がい者の割合と、その中で手話が

理解できる人の割合について、できれば調べてほしい。 

③質問主意書について（P116 会議資料３６参照）⇒協議終了 

   意見 

◆一般質問の前に文書質問を行うことで、一般質問をより掘り下げること

ができるのではないか。 

◆わざわざ文書で質問して文書で回答を得なくても、担当部署に行って口

頭で確認すればよいので、必要ないと思う。 

◆文書質問となると乱発の恐れもあるし、基準をつくるのが難しい部分も

ある。一般質問と文書質問は一体のものとして考えるべきと思うので、

もう少し時間をかけて一般質問の全体の枠組みの中で検討をすべき。 

◆現状、会派や議員団で執行部に対して文書による申し入れをし、文書に

よる回答を得たりしているが、この文書質問の制度を導入することによ

って制限を受けることも懸念されるので、慎重に考えるべき。 

◆機を逸したとか緊急を要するから閉会中にも質問をしたいという場合

に、そういう方法があってもよいのではないかと思うし、文書質問を経

て一般質問を掘り下げるということを考えれば検討してもいいと思うが、

実施の可否については、より詳細な検討が必要であり、ここで結論は出

ないと思うので、今後引き続き検討すべき事項としてはどうか。 

④委員会の所管事項に係る所属委員の議案質疑の制限⇒協議終了 

意見 

◆議案質疑をしなくても委員会でできるので、現状のままでよい。 
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◆委員会がインターネットで公開されていればいいが、現在は本会議だけ

なので、委員会での議論の公開性が低い。 

◆所属委員の立場から専門的な質疑や問題提起をすることによって、より

わかりやすくなる。 

◆制限をしないことで何か不都合があるのか。 

◆これを認めて、多くの議員がやりだすと、委員会での議論が形骸化する

恐れがある。 

◆基本的に、委員会の中で、どういう議論があってどういう結果になった

かというのが重要であって、議案質疑をした部分がどうということでは

ない。本来すべきなのは、委員会のインターネット等での公開を進めて

いくことだと思う。 

◆各議員がそれぞれの問題意識で議案質疑をするのは自由であるが、だ

からといって全員がそうするかというと、現実にはそうなっていない

ので、あまり極端なこと想定しなくてもいいのではないか。 

◆本会議だろうと委員会だろうと、どこで質疑を行おうが同じことだと

思う。委員会という場があるのであれば、そこでしっかりと審議すれば

いいだけだと思う。 

◆委員会に所属しているからできないのではなく、その委員会に入れない

から質疑の機会を与えているのではないか。 

◆議案質疑は、委員会での議論をさらに深めてもらうという意味もあるの

で、制限をする必要はないのではないか。 

◆公開性が高いから委員会ではなく本会議でするということよりも、イン

ターネット中継の導入などにより委員会の公開性を高めることが重要。 

◆所属委員であっても、委員会の議論を深めるために、骨格的な部分で問

題提起をするのはあり得るのではないか。 

⑤特別委員会の所感事項に係る所属委員の一般質問の制限⇒協議継続 

意見 

◆特別委員会は、基本的には閉会中に開催されており、会期中に新しい動

きがあったときに、所属委員も一般質問ができたほうが、タイミングの

面からもよいのではないか。 

◆他市において制限をしていないところで支障がないようであれば、制限

をしなくてもいいのではないか。 

◆特別委員会の開催時期と一般質問の時期の問題については、ある程度理

解できるが、所属委員が特別委員会の所管事項を一般質問に取り上げる

ことになると、委員会の中で同じ質問がしにくくなり、逆に委員会とし

ての議論が深まらないのではないか。 

◆確かにタイミングの問題はあるが、必要であれば会期中でも特別委員会

を開催すればいいので、現状のままでよい。 

◆所属委員の立場から掘り下げた質問をすることによって、所属していな

い議員も議論の中身をより理解することができ、市民にもわかりやすい

ものとなるのではないか。 

◆不都合があるかと言われれば、不都合はないかもしれないが、議事につ

いてはルールをつくって、それに従って効率的に進めており、そのルー

ルの中でも発言の機会は保証されている。委員会に所属していれば、委
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員会の中で十分議論ができる。市民の目に触れるか触れないかというこ

とであれば、特別委員会の公開性を高めることを議論すべきである。タ

イミングの問題はあるかもしれないが、その後、委員会が開催されて同

じことを聞くようであれば、逆におかしい。 

◆特別委員会の公開性を高めることは別として、その時々のそれぞれの議

員の問題意識やタイミングがあるので、一般質問ができる項目に制限を

かけるべきではないと思う。 

◆他市の状況として、制限をかけていない市において、何か支障はあるの

か、実態として頻繁に行われているのか、制限はかけていないものの暗

黙のルール的なものがあるのか等について調査を。（事務局・委員とも

に） 

 

 （3）答申（案）の協議 

決定 

次回までに各自内容を確認し、修正等があれば次回協議する。 

 

22 第２２回会議（9 月 30 日） 

 （1）追加検討項目の検討 

①閉会中の委員会等の開催のための定期的な日程確保⇒答申のとおり決定 

②手話通訳について⇒答申のとおり決定 

③質問主意書について⇒答申のとおり決定 

④委員会の所管事項に係る所属委員の議案質疑の制限⇒答申のとおり決定 

⑤特別委員会の所感事項に係る所属委員の一般質問の制限（P117 会議資料３７

参照）⇒協議終了⇒答申のとおり決定 

意見 

◆九州内の県庁所在地の状況を見ると、大半が制限をしておらず、特に問

題は出ていないようなので、制限をなくしてもいいのではないか。 

◆特別委員会を設置している意義や執行部の負担といった点から、委員以

外においても制限をしているところや、制限をしていなくても議員個々

の判断で一般質問をしていないところもあるということも認識しておく

必要がある。 

◆執行部の負担に関して言えば、今でも委員外の議員は一般質問ができる

ので、余り問題にならないのではないか。 

◆特別委員会の所管事項の範囲が広い場合は制限をかけないとか、狭い場

合は逆に全議員に制限をかけるとか、そういう考え方もあり得るのでは

ないか。 

◆特別委員会の意義を考えると、全議員に制限をかけたほうがいいとも考

えるが、現状のままでいいと思う。 

◆所属委員は、一般質問を行わなくても、正副委員長と協議しながら、委

員会で議題とすることも可能であるので、現状のままでよい。 

◆佐賀市議会は、会派制や委員会制を重視しており、委員会での議論が最

優先とされるべきであり、一方で、委員外議員は一般質問はできるので、

現状のままでよい。 

◆市長の考えを聞くために、何度も特別委員会に出席を求めることは難し
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いので、一般質問を制限しないほうがよい。 

◆意見が分かれていることもあり、今回の改革検討会では、協議未了とし、

今後、議会運営委員会等の視察において調査項目に入れ、もっと他市の

状況を調査しながら議論するということにしてはどうか。 

 

 （2）答申の決定⇒最終答申書の内容を承認 
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